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※基本戦略ボードにおけるプレゼンテーションや基礎データを整理 



 世界情勢の動向 1 

【出典：基本戦略ボード第２回 藤原構成員 説明資料】 
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【出典：World Internet Users  and Population Stats 
         Internet Usage Statistics(2011.3.31時点）】 

● 世界におけるインターネットユーザー数は、２０１１年３月末には約２１億と推定されており、２０００年末 

  と比べ５．８倍に増加。特に、アジア、中東、アフリカ、中南米等は、インターネットユーザー数が急速に 

  増加しており、総ユーザー数に占める比率も増加。 

 ※世界の総人口（約６９億人）と比較すると、世界の総人口の約３割（約２１億）がインターネットユーザー 

   数。 未利用は約７割（約４８億人）と推定され、アジア、中東、アフリカ、中南米等に多い。 
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世界のインターネットユーザー数 

 世界情勢の動向 



 世界における日本の現状 3 

● GDP（名目）は、アメリカの除く、日本を含めた先進国のGDPは伸び悩む一方、  
 中国が急速に増加。 
● 一人当たりGDP（名目）について、中国は増加傾向にあるものの、依然として、 
 主要先進国の８分の１以下にとどまる。 

単位（１０億米ドル） 
単位（米ドル） 



 世界における日本の現状 4 

● 一人当たりGDPの順位について、日本は２０００年から大幅に低下していたが、 
 近年やや上昇傾向。 
● 中国やインドなどの新興国は、順位があまり上昇していない。  
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２００６年における主要国のＧＤＰ 

 【出典：ゴールドマン・サックス“Global Economics Paper No:153” (2007.3)】 

● 日本は、２０５０年には「経済大国」の地位を失うおそれ  
 ～ＧＤＰは世界第２位（2006年）から第８位（2050年）に～ 
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実質経済成長率の比較（日本・米国・中国・ブラジル） 

（％） 

【出典： IMF - World Economic Outlook(2011年4月版) 】 
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● ２０１０年の実質経済成長率は、我が国が３．９％、米国が２．８％と低水準にとどまる一方、中国は 

 １０．３％、ブラジルは７．５％と新興国においては高い成長を遂げている。 

● ２００５年から２０１０年までの平均経済成長率をみても、日本は０．１％、米国は０．９％と低迷を 

  続ける一方、中国は１１．２％、ブラジルは４．４％と高い成長を続けるなど、同様の傾向が見られる。 
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【出典：経済産業省産業構造審議会新産業構造部会資料（平成23年10月21日）】 

（注）性別・年齢別の労働力率は、2009年から横ばいと仮定して試算。労働生産性上昇率は1.0％で固定。 
（出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」（出生中位・死亡中位）より試算。 

実質経済成長率の低下 

● 生産性成長率の低下及び就業者数の減少により低下している実質経済成長率について、２０２０年
代には、生産年齢人口の減少により、さらに低下する見込み。 
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研究開発投資額の低迷 

● 研究開発費は3年連続で減少。 
● 2009年度は前年度に比べ▲12%と急減し、2010年度も回復傾向に至らず横ばい。 
● 諸外国と比較して、日本の研究開発費の落ち込みは顕著。 
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（２００５年を１００とした比率） 

【出典：総務省統計局平成２３年度「科学技術研究調査報告」】 

企業の研究開発費 OECD主要国等の研究開発費の推移 
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ＩＣＴをめぐる現状 

全産業の 
名目国内生産額 

(2009年) 

879.7兆円 

情報通信産業 
87.7兆円 

10.0% 

■ 主な産業の名目国内生産額 （2009年） 

電気機械 
（除情報通信機器） 

24.1兆円 
2.7％ 

輸送機械 
42.9兆円 

4.9％ 
建設 

（除情報通信施設建設） 

55.3兆円 
6.3％ 

卸売 
49.3兆円 

5.6％ 

小売 
32.9兆円 

3.7％ 
運輸 

35.7兆円 
4.1％ 鉄鋼 

23.8兆円 
2.7％ 

その他 
528.0兆円 

60.0％ 

■ 実質ＧＤＰ成長率に対する情報通信産業 
    の寄与 
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【出典】平成23年版情報通信白書 

（平成23年版情報通信白書より作成） 

情報通信産業は、この１０年間 
一貫して我が国経済の成長を牽引 

我が国のＩＣＴ部門は 
国際指標では概ね低評価 
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■ 国連・ＷＥＦランキングの日米韓比較 
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【出典：世界経済フォーラム（WEF） 「Global Information Technology 
Report」】 
 横軸は調査公表時の年 

我が国のＩＣＴ投資/ＧＤＰ比率は 
主要先進国中最低の水準 
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■ 主要先進国における 
    ICT投資／GDP比率の推移 

【出典：深尾京司『「失われた20年」と日本経済：構造的原因と再生の原動力』 
          （日本経済新聞社より近刊）より作成（原データ：EU KLEMS データベース2009） 
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世界の上位ＩＣＴ企業２５０社（2009年） 

USD millions 
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【出典：OECD “Information Technology Outlook 2010  Highlight”】 

● 世界のＩＣＴ企業の売上上位250社のうち日本企業は 

   52社を占め、米国（75社）に次ぐ第2位。 

● 日本企業の2009年収益は、2000年より17％増加 

     するも、米国の70％増等と比較すると低調。 

● 日本企業の2009年における雇用数は、対2000年比 

     38％増と堅調。 

● 2009年、日本企業の純利益が赤字に転落。 
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※１ 2011年10月～12月の平均為替レートを1＄=77円、1€=104円（富士通決算発表資料 
      参考）として、円建てに換算。 
※２ グリーは2011年1月より連結決算に移行したため、前年同期比較の数値なし。 
※３ ITベンダのうち、富士通、日立、NECはITサービス部門の売上 
※４ NTTは持株会社の連結決算数値。NTT東西、NTTコム、NTTドコモ、NTTデータ等を含む。 
※５ Oracleは2011年9月～11月期決算数値 

売上高 営業利益 

（億円） 前年同期比 （億円） 前年同期比 

Amazon 13,422 35.0% 136 -58.0% 

Google 8,150 25.0% 2,083 6.0% 

faceboo
k 2,857 88.0% 514 80.0% 

主要ＩＣＴ産業  2011年10月-12月期決算状況 

 
 

IBM 22,715 2.0% 5,698 6.0% 

Oracle※5 6,770 2.4% 2,395 12.3% 

SAP 4,677 10.8% 1,732 206.3
% 

AT&T 25,027 3.6% -6,922 (1,608) 

ベライゾン 21,868 7.7% -1,555 (2,032) 

ドイツテレコ
ム 15,507 -3.7% -34 81.3% 

Apple 35,676 73.0% 10,059 118.0
% 

samsung 32,340 13.0% 3,619 76.0% 

NOKIA 10,405 -20.9% -954 (919) 

売上高 営業利益 

（億円） 前年同期比 （億円） 前年同期比 

楽天 1,094 16.9% 231 18.5% 

Yahoo! 765 2.0% 418 1.6% 

グリー 415 ※2 225 ※2 

DeNA 342 15.9% 135 -8.0% 

任天堂 3,404 -23.5% 409 -60.8% 

富士通（ITサー
ビス部門） 5,591 -3.7% 221 16.4% 

日立（ITサービ
ス部門） 4,076 4.9% 189 2.2% 

NTTデータ 3,170 13.1% 206 0.3% 
NEC（ITサービ

ス部門） 1,758 2.8% 13 (-66) 

NTT※4 26,291 3.4% 3,240 -4.3% 

KDDI 9,021 5.7% 1,175 -5.4% 

ソフトバン
ク 8,625 9.9% 1,596 -4.2% 

日立 22,649 0.1% 951 -20.6% 

パナソニック 19,602 -14.0% -81 (953) 

ソニー 18,229 -17.4% -917 (1,375) 

東芝 14,414 -9.3% -97 (193) 

富士通 10,797 -1.5% 31 -85.0% 

シャープ 5,890 -12.6% -244 (230) 
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【出典：世界経済フォーラム（WEF） 「Global Information Technology Report」 横軸は調査公表時の年】 

順位 
国・地域名 

２０１０ ２０１１ ２０１２ 

１ １ １ スウェーデン 

２ ２ ２ シンガポール 

6 ３ ３ フィンランド 

３ ７ ４ デンマーク 

４ ４ ５ スイス 

９ １１ ６ オランダ 

10 ９ ７ ノルウェー 

５ ５ ８ 米国 

７ ８ ９ カナダ 

13 １５ １０ 英国 

11 ６ １１ 台湾 

15 １０ １２ 韓国 

８ １２ １３ 香港 

19 １８ １４ ニュージランド 

12 １６ １５ アイスランド 

14 １３ １６ ドイツ 

16 １７ １７ オーストラリア 

21 １９ １８ 日本 

20 ２１ １９ オーストリア 

28 22 ２０ イスラエル 

17 １４ ２１ ルクセンブルク 

22 23 ２２ ベルギー 

18 ２０ ２３ フランス 
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○世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が毎年公表しているＩＣＴ競争力ランキングでは、日本は０５年に８位
まで上昇したが、近年では２０位付近に低迷し、２０１２年は１８位。（昨年の１９位からは上昇） 

○北欧諸国が上位を占めるが、日本は、アジアの中で、シンガポール（２位）、台湾（１１位）、韓国
（１２位）、香港（１３位）に次いで、１８位であり、日本の低迷が顕著。 
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＜世界経済フォーラムによるＩＣＴ競争力ランキングの推移＞ 
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ＩＣＴ国際競争力の評価 

※順位は２０１２年の順位。 （ ）内は前年順位及び比較。 

＜日本が特に低調な指標の例＞ 

●ＩＣＴ競争力指数は、「環境」「対応力」「利用」「影響」の４つの要素からなる合計５３の指標を集計したもの。 

● 「ハイパーコネクト世界」化による変化を踏まえ、「影響」を構成指標に追加、全体的に指標を見直し（２０１２年）。 

● 日本は、「環境構成指標」が２１位⇒２６位に下落、「利用構成指標」が８位⇒８位とほぼ横ばいである一方、「対応力構
成指標」が３８位⇒２７位と順位が上昇。「影響構成指標」は、１７位。 

● 日本の評価が低い指標 
  ・ 「ビジネス・イノベーション環境」（３９位）・・・起業に必要な時間・手続、税負担などの指標が低調  
  ・ 「値頃感」（７８位）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・携帯電話料金の指標が低調 
  ・ 「政府の利用」（２１位）・・・政府でのＩＣＴの優先度が低調  ・ 「社会的影響」（２６位） ・・・ＩＣＴ利用と政府の効率性が低調 

総合 18位（19位↑） 

「環境」構成指標 26位（21位↓） 

政治・規制環境 16位（18位↑） 

ビジネス・イノベーション環境 39位（―） 

「対応力」構成指標 27位（38位↑） 

インフラ及びデジタルコンテンツ 22位（―） 

値頃感 78位（―） 

スキル 22位（―） 

「利用」構成指標 8位（8位→） 

個人の利用 13位（14位↑） 

ビジネスの利用 3位（4位↑） 

政府の利用 21位（19位↓） 

「影響」構成指標 17位（―） 

経済的影響 10位（―） 

社会的影響 26位（―） 

• ベンチャーキャピタルの利用可能性  47位（ 49位↑） 
• 起業に必要な時間             89位（85位↓） 
• 起業に必要な手続の数            86位（76位↓） 
                              など 

• 携帯電話料金            138位（128位↓） 
• ブロードバンド料金          14位（ 46位↑） 
• インターネット＆電話の市場競争  1位（  1位→） 

• 政府でのＩＣＴの優先度        44位（41位↓ ） 
• 政府の将来ビジョンでのＩＣＴの重要性 42位（40位↓） 
• 政府のオンラインサービス               13位（13位→ ）                       

• ＩＣＴが基本サービスの利用に与える影響   
                      42位（45位↑） 
• ＩＣＴ利用と政府の効率性         66位（68位↑） 
• 電子参加指標               6位（6位→） 
                             など 

ソフトウェアの不正コピー率 1位（2位↑） 

地域競争の激しさ 4位（－） 

インターネット＆電話の 
市場競争 1位（1位→） 

モバイルブロードバンド利用
者数 3位（－） 

企業レベルの技術吸収力 3位（3位→） 

イノベーションの能力 1位（2位↑） 

ＩＣＴ ＰＣＴ国際出願 4位（－） 

＜日本が特に強い指標の例＞ 

※日本の順位が５位以上の指標を掲載。 
  順位は２０１２年の順位。（）は前年順位及び比較。 
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ビジネス・イノベーショ
ン環境 

政治・規制環境 

スキル 

値頃感 

インフラ及び 

デジタルコンテンツ 

ビジネスの利用 

個人の利用 

政府の利用 

※ 数字は２０１２年順位   

  < >内は２０１１年順位 

１８ 
<１９> 

２６ 
<２1> 

２７ 
<３８>  

８ 
<８>  

16<18> 

39<ｰ> 

22<ｰ> 

78<-> 

13<14> 

3<4> 

21<19> 

26<-> 

・最新技術の利用可能性 15<18> 
・ベンチャーキャピタルの利用可能性 47<49> 
・ 全体税率 106<97> 
・起業に必要な時間 89<85> 
・起業に必要な手続の数 86<76> 

【参考】 ＩＣＴ国際競争力指数の構造 

・地域競争の激しさ 4<－> 
・高等教育入学者数 38<34> 
・ビジネススクールの質 57<65> 
・先端技術財の政府調達32<40> 

・立法機関の実効性 30<31> 
・ICT関連の法律 36<33> 
・司法の独立性 18<20> 
・紛争処理に関する法制度の効率性 28<27> 
・規制への異議申立てに関する法制度の効率性 32<33> 
 

・知的財産保護 22<21>  
・ソフトウェアの不正コピー率 1<2> 
・契約執行手続の数 18<16> 
・契約執行時間  21<21> 

・電力生産 21<19> 
・携帯ネットワークのカバー率 25<23> 
・インターネット回線容量 59<40> 

・教育システムの質 36<35> 
・理数系教育の質 24<28> 

・政府でのICTの優先度 44<41> 
・政府の将来ビジョンでのICTの重要性 42<40> 

・政府のオンラインサービス 13<13> 

・携帯電話契約数 79<75> 
・個人インターネット利用率 17<－> 
・個人用PCを保有する世帯率  14<11> 
・インターネットアクセス世帯率  12<－> 

・インターネット利用者数  18<19> 
・モバイルブロードバンド利用者数 3 <－> 
・仮想社会ネットワークの利用 68<67> 

・企業レベルの技術吸収力 3<3> 
・イノベーションの能力 1<2> 
・PCT国際出願 6<6> 

・ICTが新しい組織モデルに与える影響  
                   54<44> 
・知識集約型職業従事者の割合 26<－> 

・ビジネスにおけるインターネット利用範囲 13<11>   
・企業の社員教育 6<6> 
 

「環境」 

構成指標 

「対応力」 

構成指標 

「利用」 

構成指標 

「総合」 

「影響」 

構成指標 

経済的影響 

10<-> 

社会的影響 
１７ 
<->  

・ICTが基本サービスの利用に与える影響 42<45> 
・学校でのインターネット接続 39<40> 
 

・ICT利用と政府の効率性 66<68> 
・電子参加指標  6<6> 
 

・ICTが新しいサービスや製品に与える影響 28<26> 
・ICT PCT国際出願 4<-> 

・安全なインターネットサーバ 20<20> 
・デジタルコンテンツへのアクセスの容易性 12<8> 

・携帯電話料金 138<128> 
・ブロードバンド料金 14<46> 

・インターネット＆電話の市場競争 1<1> 

・中等教育入学者数 22 <－> 
・成人の識字率 15<14> 
 

22<ｰ> 
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  利活用 
 第１８位 

３．政府の利活用：第２３
位 （３）国民向けサービス充実度：第１１
位 

（４）行政内部効率化貢献度：第２６
位 

２．企業の利活用 ： 第７
位 

１．個人の利活用：第１２
位 

（２）企業インターネット活用度：第７
位 

（１）個人インターネット利用率：第１２
位 

基盤（普及） 
 第１２位 

５．モバイル環境普及 ： 第１６位 ４．固定ネット普及 ： 第１２位 

（９）モバイルブロードバンド普及率：第３
位 

（８）携帯電話普及率：第２５位 （５）インターネット世帯普及率：第１１位 

（６）固定ブロードバンド普及率：第１４
位 

（１０）携帯電話料金：第２７位 （７）固定ブロードバンド料金：第９位 

基盤（整備） 
  第１位 

８．許容性 ： 第１位 
（１５）インターネットホスト数：第１１
位 

（１６）光ファイバ比率：第１位 

７．安定性 ： 第３位 ６．先進性 ： 第１位 

（１３）固定ブロードバンド品質：第２
位 

（１４）安全なサーバー数：第１５位 

（１１）固定ブロードバンド最高速度：第１
位 

（１２）第３世代携帯比率：第１位 

ＩＣＴ総合進展度 

ＩＣＴ総合進展度 
第３位 

第１位：韓国 
第２位：スウェーデ
ン 
第３位：日本 
 
第４位：ノルウェー 
第５位：デンマーク 
第６位：フィンランド 
第７位：米国 
第８位：オランダ 
第９位：スイス 
第１０位：オーストラリア 
第１１位：オーストリア 
第１２位：英国 
第１３位：カナダ 
第１４位：シンガポール 
第１５位：ニュージーランド 
第１６位：UAE 
第１７位：ドイツ 
第１８位：ポルトガル 
第１９位：フランス 
第２０位：エストニア 
第２１位：ベルギー 
第２２位：スペイン 
第２３位：イタリア 
第２４位：マレーシア 
第２５位：ロシア 
第２６位：チリ 
第２７位：ブラジル 
第２８位：中国 
第２９位：南アフリカ 
第３０位：インド 

15 

● 我が国は、ブロードバンド基盤整備は進んだものの、サービス普及や利活用の面が立ち遅れ。 
● しかし、基盤（普及）を詳細に見ると、モバイルブロードバンド普及（第３位）や固定ブロードバンド料金 
   （第９位）は比較的順位が高い。 
● 利活用は、個人（第１２位）、企業（第７位）の利活用に比べ、政府（第２３位）の利活用が立ち遅れ。 

【出典：総務省 平成23年度 情報通信白書】 



＜主要ＩＣＴ指標のランキング推移＞ 

主要ＩＣＴ国際指標における日本の地位低下 

● 日本は、国連オンライン参加指数においては、２０１０年に６位まで上昇したものの、その他の主要ＩＣ 
   Ｔ指標においては、軒並み２０位前後と低迷。 

指標(作成機関) 
日本のICT指標ランキング（調査対象国・地域の数） 最新データ国際比較 

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 英 米 仏 独 韓 

電子政府準備度指数 
（UN) 

27 
(190) 

- 
18 

(191) 
18 

(191) 
14 

(191) 
- - 

11 
(192) 

- 
17 

(192) 
- 4 2 10 15 1 

オンライン参加指数 
（UN） 

- - 
15 

(191) 
21 

(191) 
16 

(191) 
- - 

11 
(192) 

- 
6 

(192) 
- 4 6 15 14 1 

ICT開発指標 
（ITU） 

- - - - - - 
7 

（159） 
11 

（152） 
- 

13 
（152） 

- 10 17 18 15 1 

ICT競争力ランキング 
（WEF) 

- 
21 

（75） 
20 

(82) 
12 

(102) 
8 

(104) 
16 

(115) 
14 

(122) 
19 

(127) 
17 

(134) 
21 

(133) 
19 

(138) 
15 5 20 13 10 

国際競争力指標 
（技術準備）（WEF） 

- - - - - - - 
21 

(134) 
25 

(133) 
28  

(139) 
25 

(142) 
8 20 13 14 18 

世界競争力ランキング 
(技術インフラ)（IMD） 

- - - - - -  - - - - 
26 

(59) 
17 2 21 13 14 

デジタル経済指数 
（EIU） 

18 
(60) 

25 
(60) 

24 
(60) 

25 
(64) 

21 
(65) 

21 
(68) 

18 
(69) 

18 
(70) 

22 
(70) 

16 
(70) 

- 14 3 20 18 13 

IT産業競争力指標 
（EIU） 

- - - - - - 
2 

(64) 
12 

(66) 
12 

（66） 
- 

16 
(66) 

5 1 21 15 19 

ICT総合進展度 
（情報通信白書） 

- - - - - - - - 
1 

（7） 
2 

(25) 
3 

(30) 
14 7 19 17 1 

                                  
1）ITU（International Telecommunication Union）：国際電気通信連合、国際連合の傘下の情報通信の専門機関 
2）WEF（World Economic Forum）：世界経済フォーラム、通称ダボス会議 
3）IMD（International Institute for management Development）：国際経営開発研究所、スイスのジュネーブにあるビジネススクール 
4）EIU（The Economist Intelligence Unit）：英国の国際経済誌「The Economist」グループの傘下のコンサルティング機関 
 

        

        

        

        

※   は日本より上位（同位含む）   
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Global
rank
2007

Company Country Sector
Market
value $m

3 Microsoft US Software & Computer Services 272,911.7

5 AT&T US Fixed Line Telecommunications 246,206.3
16 China Mobile Hong Kong Hong Kong Mobile Telecommunications 181,798.6
28 Cisco Systems US Technology Hardware & Equipment 154,202.0
31 IBM US Software & Computer Services 141,911.1
32 Vodafone UK Mobile Telecommunications 140,429.3
45 Verizon Communications US Fixed Line Telecommunications 110,343.0
46 Intel Corporation US Technology Hardware & Equipment 110,322.6
47 Telefonica Spain Fixed Line Telecommunications 108,088.9
48 Hewlett-Packard US Technology Hardware & Equipment 107,432.5
51 Google US Software & Computer Services 105,421.1
56 Samsung Electronics South Korea Technology Hardware & Equipment 98,908.4
62 Nokia Finland Technology Hardware & Equipment 93,923.8
65 Oracle Corporation US Software & Computer Services 93,203.7
77 NTT DoCoMo Japan Mobile Telecommunications 84,707.4
81 Nippon Telegraph & Telephone Japan Fixed Line Telecommunications 83,054.3
84 Comcast US Media 80,801.4
85 Apple US Technology Hardware & Equipment 80,076.8
93 Time Warner US Media 75,242.9

94 News Corporation US Media 74,635.4
96 Deutsche Telekom Germany Fixed Line Telecommunications 72,844.9

100 Canon Japan Technology Hardware & Equipment 71,485.9

Global
rank
2011

Company Country Sector
Market
value $m

3 Apple US Technology hardware & equipment 321,072.1

10 Microsoft US Software & computer services 213,336.4
14 IBM US Software & computer services 198,869.8
16 China Mobile Hong Kong Mobile telecommunications 184,842.3
20 AT&T US Fixed line telecommunications 180,948.8
22 Oracle US Software & computer services 169,185.6
28 Google US Software & computer services 147,199.8
30 Vodafone Group UK Mobile telecommunications 145,923.3
36 Samsung Electronics South Korea Technology hardware & equipment 138,159.2
44 Telefonica Spain Fixed line telecommunications 114,411.3
47 Intel US Technology hardware & equipment 110,747.8
48 Verizon Communications US Fixed line telecommunications 107,911.9
57 Cisco Systems US Technology hardware & equipment 94,805.1
62 Qualcomm US Technology hardware & equipment 90,126.6
64 Hewlett-Packard US Technology hardware & equipment 88,656.2
75 Walt Disney US Media 81,830.8
76 AMX Mexico Mobile telecommunications 81,595.4
85 NTT DoCoMo Japan Mobile telecommunications 76,998.4
91 SAP Germany Software & computer services 75,209.9

IＣＴ関連日本企業の国際的地位低下① 

（2011年） 

5.0% 
5.9% 6.5% 

8.2% 
9.2% 

7.5% 8.2% 
7.3% 

2.8% 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 

時価総額合計（ICT関連）（百万ドル） 

時価総額（ICT関連日本企業）合計（百万ドル） 

時価総額（ICT関連）の割合 

（百万ドル） 

（2007年） （2003年） 

株式時価総額上位100社におけるＩＣＴ関連日本企業の動向 

株式時価総額上位100社におけるＩＣＴ関連企業 

 2011年には、１００位以内の日本の
ICT企業はNTTドコモのみに 

 ２００３年から２０１１年にかけて、日本のICT企業の順位は大きく下落。 
 Apple,Googleなどの米国ICT企業が急速に躍進。 
 韓国のサムスン電子も、着実に地位向上。 

【出典Financial Times 「Global FT500」より。各年3月末調べ（以下同じ）。】 

Global
rank
2003

Company Country Sector
Market
value $m

1 Microsoft US Software & computer services 300,628.6

7 Intel US Information technology hardware 179,155.1
8 Intl.Business Machines US Software & computer services 152,826.8

14 Cisco Systems US Information technology hardware 136,108.4
15 Vodafone UK Telecommunication services 135,905.4
17 NTT Docomo Japan Telecommunication services 122,625.6
27 Verizon Communications US Telecommunication services 89,413.8
30 Dell US Information technology hardware 85,843.6
37 SBC Communications US Telecommunication services 73,949.7
38 Nokia Finland Information technology hardware 73,649.8
39 Nippon Telegraph & Telephone Japan Telecommunication services 72,577.8
43 Comcast US Media & entertainment 68,023.3
44 Viacom US Media & entertainment 67,237.7
48 Aol Time Warner US Media & entertainment 65,601.5
51 Deutsche Telekom Germany Telecommunication services 60,373.2
52 Telefonica Spain Telecommunication services 59,716.5
53 Hewlett-Packard US Information technology hardware 59,031.3
54 Oracle US Software & computer services 58,799.7
62 China Mobile (HK) Hong Kong Telecommunication services 51,822.3
63 Samsung Electronics South Korea Electronic & electric equipment 51,393.8
64 France Telecom France Telecommunication services 51,329.5
68 Orange France Telecommunication services 49,060.1
76 Bellsouth US Telecommunication services 43,745.4
78 Canon Japan Electronic & electric equipment 43,068.6
82 Telstra Corporation Australia Telecommunication services 41,279.6
83 Walt Disney US Media & entertainment 41,230.4
87 Taiwan Semiconductor Manufacturing Taiwan Information technology hardware 39,920.9
90 Telecom Italia Mobile Italy Telecommunication services 39,781.4
92 Texas Instruments US Information technology hardware 39,472.5
93 News Corp. Australia Media & entertainment 38,991.7
95 SAP Germany Software & computer services 38,609.1
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1,907,415  

1,912,147  

1,216,211  

2,030,319  
2,274,931  

262,653  196,453  97,502  215,006  211,179  

13.8% 

10.3% 8.0% 10.6% 

9.3% 

0%

5%

10%

15%

2007 2008 2009 2010 2011
0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

ベンダー（全体） ベンダー（日本） 

486,981  507,927  

353,521  

572,270  594,293  

20,820  31,484  15,530  21,178  20,890  

4.3% 

6.2% 

4.4% 
3.7% 3.5% 

0

100,000
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400,000
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600,000

700,000

2007 2008 2009 2010 2011
0%

1%

2%

3%

4%

5%
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7%

ネット事業者（全体） ネット事業者（日本）  全体に占める日本の事業者割合 

1,845,327  
2,036,380  

1,273,150  
1,514,218  

1,638,574  

230,599  184,665  153,663  183,020  213,514  

12.5% 

9.1% 

12.1% 12.1% 
13.0% 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

2007 2008 2009 2010 2011
0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

通信事業者（全体） 通信事業者（日本）  全体に占める日本の事業者割合 

（百万ドル） 

IＣＴ関連日本企業の国際的地位低下② 

通信事業者の推移 

589,281  

438,830  

236,442  

366,848  

477,656  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

2007 2008 2009 2010 2011
メディア事業者（全体） 

（百万ドル） 

ネット事業者の推移 

 時価総額は2009年にリーマンショックの影響を受けた後、増加傾向。 
 日本の通信事業者の時価総額の全体に占める割合は、2008年を底

に増加傾向。 

メディア事業者の推移 

 時価総額上位500社には、日本のメディア事業者は依然ランクインし
ていない。 

（百万ドル） 

 時価総額は2009年にリーマンショックの影響を受けた後、増加傾向。 
 日本のネット事業者の時価総額の全体に占める割合は、2008年を

ピークに減少傾向。 

【出典：Financial Times 「Global FT500」より。2011年３月末調べ。】 ※日本の通信事業者は、NTT,NTTドコモ,ソフトバンク,KDDI。ネット事業者はYahoo!Japan。ベンダー事業者は日立,Panasonic,Sony,東芝,キヤノン,三菱電機,京セラ,Sharp（2007-2011） 

ベンダー事業者の推移 

 時価総額は2009年のリーマンショックの影響を大きく受けた後回復。 
 日本のベンダー事業者の時価総額の全体に占める割合は、2009年

にリーマンショックの影響を受けた後、回復するも、再び減少。 

（百万ドル） 
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海外主要ＩＣＴ企業５社の急速な成長 

（百万ドル） 

1975年、ビルゲイツらによって設立。 
 
主な商品・サービス 
Basicの販売（当初） 
その後、MS-DOS、Windows 95等OS
（オペレーティング・システム）の販
売 
ゲーム機(Xbox)、スマートフォンOS
（WindowsPhone)、検索エンジン
(Bing)等 

Microsoft 
1998 年、スタンフォード大学大学院

生のラリー・ペイジとサーゲイ・ブリ
ンが開発した検索エンジンを元に
創業。 
 
主な商品・サービス 
検索サイト（google.com) 
スマートフォンOS(Android)、
SNS(google+)ベータ版。 
OS(Chrome OS)開発中。 

Google 
1976年、スティーブ・ジョブスらによ
り設立（法人化は1977年）。 
 
主な商品・サービス 
iMac（1998年：パソコン）、iPod
（ 2001年：携帯型音楽プレーヤー）、
iTunes（2001年：音楽配信）、iPhone
（2007年：スマートフォン）、iPad
（2010年：タブレット型端末）など 

Apple 
2004年、マーク・ザッカーバーグら
により設立。 
 
主な商品・サービス 
「Facebook」（当初は米国学生向け
SNS） 

Facebook 

OSシェア（2011年7月時点） 検索エンジンシェア（2011年7月時点） SNSシェア（2011年7月時点） 

※OS・検索エンジン・SNSシェアデータはNet Applications社「NetMarketShare」データ、MobilePCシェアはdisplaysearch社データ、TV販売シェアはSAMSUNG社資料より作成 

MobilePC（Note,Tablet)市場シェア 
（2011年2Q） 

（百万ドル） 

【主要ICT事業者売上高推移】 【主要ICT事業者株式時価総額推移】 
・売上高はリーマンショックの大きな影響を受けていない（サムソン除く）。 ・リーマンショックの影響を受けつつ、その後も拡大傾向の事業者あり。 

36,835  39,790  44,282  
51,122  

60,420  58,437  

61,989  

3,189  6,139  
10,605  

16,594  
21,796  23,326  29,118  8,279  

13,931  19,315  24,006  
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262,975  
281,171  272,912  264,132  

163,320  

256,865  

213,336  

20,714  

80,767  

105,421  104,281  

83,635  

138,934  147,200  

34,052  53,225  
80,077  

126,119  
93,615  

213,097  

321,072  

15,000  
30,000  
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72,780  

107,197  

98,908  102,945  

65,693  
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138,159  

0
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1969年、サムスングループの一企
業として、サムスン電子工業設立。 
 
主な商品・サービス 
VIsualDisplay事業（TV等） 
Itsolution事業（モバイルPC,レー
ザープリンタ等） 
MobileCommunication事業
（GALAXY-S（スマートフォン）等） 

SAMSUNG 

TV販売シェア（2010年度） 

※FinancialTimes「Global FT500」、各社公表資料より。 
Facebookについては、非公表のため不明。 

※FinancialTimes 「Global FT500」より（2003、2004年は10月末、それ以降は各年3月末調べ） 
 Facebookは非公表のため、NYTimes等記事より推定 

■Windows ■Google ■Facebook ■SAMSUNG ■Apple 
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電機･ＩＴ分野でのアジア企業時価総額上位３０社 

順位 企業名（国･地域･設立年） 
時価総額 
(億ドル) 

純損益/売上高 順位 企業名（国･地域･設立年） 
時価総額 
(億ドル) 

純損益/売上高 

1 
サムスン電子（韓国、1969） 
薄型テレビや携帯電話、半導体などの世界大手 

1328.5 118.9/1341.3 16 
珠海格力電器（中国、1991） 
エアコン大手 

75.6 6.4/91.2 

2 
台湾積体電路製造<TSMC>（台湾、1987） 
世界最大の半導体受託生産会社（ファウンドリー） 

 
620.6 54.1/140.5 17 

中興通訊<ZTE>（中国、1985） 
通信設備機器大手 
 

75.5 487.8/105.4 

3 
タタ･コンサルタンシー･サービシズ 
（インド、1968）インドＩＴサービス最大手 

425.6 15.4/66.2 18 
聯想集団<レノボグループ>（中国、1984） 
パソコン大手 

73.6 1.3/165.5 

4 
騰訊控股<テンセント>（中国、1998） 
インターネット大手、中国版ツイッターも 

360.8 12.1/29.5 19 
ＬＧディスプレー（韓国、1999） 
液晶パネルなど大手 
 

72.7 10.0/221.3 

5 
百度（バイドゥ）（中国、1999） 
ネット検索大手 

310.1 5.2/11.7 20 
網易<ネットイーズ･ドットコム>（中国、1997） 
ネットサービス、ポータル大手 

61.6 3.3/8.1 

6 
インフォシス（インド、1981） 
インドＩＴサービス2位 

295.3 13.7/50.2 21 
広東美的電器（中国、1992） 
エアコンなど白物家電大手 

61.3 4.7/111.9 

7 
鴻海精密工業（台湾、1974） 
世界最大のＥＭＳ（電子機器の受託製造サービス) 
 

281.7 25.8/1003.6 22 
国電南瑞科技（中国、2001） 
中国送電大手の国家電網系の設備メーカー 

56.2 0.7/3.7 

8 
ウィブロ（インド、1998） 
インドＩＴサービス大手 
 

188.2 10.1/60.0 23 
日月光半導体製造<ＡＳＥ>（台湾、1984） 
半導体の封止･テスト大手 

56.1 6.1/63.2 

9 
宏達国際電子<ＨＴＣ>（台湾、1997） 
多機能携帯電話の世界大手 
 

124.8 13.2/93.3 24 
ＳＫ Ｃ＆Ｃ（韓国、1991） 
システム構築大手 

55.9 2.3/791.3 

10 
ハイニックス半導体（韓国、1983） 
メモリーなど半導体大手 
 

113.2 23.0/104.9 25 
サムスン電機（韓国、1973） 
電子部品大手 

55.3 4.6/60.4 

11 
ＬＧ電子（韓国、1958） 
家電、電子部品の世界大手 
 

105.9 10.3/483.6 26 
ＮＣソフト（韓国、1995） 
オンラインゲーム大手 

54.5 1.4/563.6 

12 
聯發科技<メディアテック>（台湾、1997） 
携帯電話向け主力ファブレス半導体メーカー 

96.4 10.4/38.0 27 
ＨＣＬテクノロジーズ（インド、1991） 
ソフト･システム開発 
 

54.0 2.8/26.8 

13 
ＬＧ電子（韓国、2003） 
ＬＧ電子やＬＧ化学を傘下に持つ複合企業 
 

92.8 13.0/71.6 28 
聯華電子<UMC>（台湾、1980） 
半導体ファウンドリー大手 

52.8 8.0/42.3 

14 
ＮＨＮ（韓国、1999） 
ネットサービス韓国大手 

90.7 4.3/15.4 29 
華碩電脳<アスース>（台湾、1990） 
パソコン大手 

51.8 5.5/143.9 

15 
広達電脳<クァンタ>（台湾、1988） 
パソコンＥＭＳ大手 

78.2 6.2/376.6 30 
アリババ･ドットコム（中国、1999） 
中国の電子商取引最大手 

50.8 2.2/8.3 

キャノン=579.3 

パナソニック=215.6  任天堂=198.2 

ヤフージャパン=182.0  ソニー=175.8  楽天=136.8 

富士フィルムホールディングス=120.3 

富士通=107.9 

シャープ=98.6 

東京エレクトロン=91.0 

NTTデータ=88.7 ニコン=86.7 

グリー=74.5 

日東電工=64.8  リコー=63.6 

ＮＥＣ=53.6 

（注）トムソン･ロイター集計。純損益、売上高は直近の通期決算から。単位は時価総額、純損益売上高とも億ドル。日本企業名の後の数字は時価総額。 

【出典：日経産業新聞（2011年12月26日 1面）】 
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OECD加盟国における通信機器の輸出額 

ＯＥＣＤ加盟国における通信機器の輸出額 

● 中国・韓国は輸出額・世界シェアともに大幅に増加。 

● 日本は輸出額においては微減、シェアにおいては大幅に低下。 

【出典：Table8.1 in OECD Communications Outlook 2011】 
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日本のＩＣＴ端末・機器のブランドシェア・輸出シェアの低下① 

携帯電話、ノートＰＣ、テレビいずれも、日本の輸出額シェアはほとんどない。 

【出典：ＩＣＴ国際競争力指標】 

輸出額シェア 

※１ 携帯電話機のみ台数ベース 
※２ テレビの市場シェアは液晶・プラズマのシェアを市場規模で加重平均 
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7.8 
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39.1 
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平成 
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２１年版  

２２年版  

２３年版  

0.5 

0.2 

0.2 

－ 

72.1 

70.2 

73.3 

74.3 

3.9 

5.0 

5.3 

5.5 

16.9 

13.8 

9.4 

10.3 

6.6 

10.8 

11.8 

9.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成 
２０年版  

２１年版  

２２年版  

２３年版  

【参考】 
市場規模 

1,153 百万台 

1,222 

1,211 

1,391 

【参考】 
総輸出額 

901 億ドル 

1,020 

962 

1,112 

【参考】 
市場規模 

1,102 億ドル 

1,295 

1,244 

1,369 

【参考】 
総輸出額 

735 億ドル 

855 

822 

1,119 

【参考】 
市場規模 

831 億ドル 

955 

962 

1,131 

【参考】 
総輸出額 

355 億ドル 

499 

453 

567 

携帯電話機（輸出額シェア） 

ノートPC（輸出額シェア） 

テレビ（輸出額シェア） 

14.2 

11.4 

7.7 

6 

24.9 

31.9 

35.4 

38.2 

16.1 

11.8 

10.1 

8.5 

39.6 

41.4 

37.5 

22.4 

5.2 

3.4 

9.3 

24.9 
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平成 
２０年版  

２１年版  

２２年版  

２３年版  

23.8 

21.7 
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16.9 

29.7 

33 

36 

39.5 

41.6 

41.8 

41.7 

39.1 

3.6 

2.3 

1.7 

- 

1.3 

1.3 
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4.5 
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平成 
２０年版  
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２２年版  
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44.4 

32.7 

32.7 

37.9 

42.9 

56.0 

56.3 

6.2 

4.2 

3.7 

3.9 

9.5 

7.0 

5.0 

4.2 

2.0 

1.6 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成 
２０年版  

２１年版  

２２年版  

２３年版  

携帯電話機（市場シェア） 

ノートPC（市場シェア） 

テレビ※２（市場シェア） 

市場シェア※１ 

市場シェア       世界市場の売上高全体に占める日本企業の売上高の割合。 輸出額シェア 世界主要国の輸出額全体に占める各国輸出額の割合。 
                    （ブランドシェア・日本企業の海外生産は日本のシェアとなる）           （日本企業の海外生産は当該生産国のシェアとなる） 
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日本のＩＣＴ端末・機器のブランドシェア・輸出シェアの低下② 

コピー機、プリンタ、DVD/Blu-rayレコーダについても、市場シェアと輸出額シェアに大きな格差。 

【出典：ICT国際競争力指標】 

市場シェア 輸出額シェア 
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11.1 

10.5 

8.9 

9 

54.9 

56.5 

61.3 

63.4 

17.1 

15.2 

12.6 

10.9 

13.9 

11.2 

11.2 

11.7 

3 

6.6 

6.1 

5.1 
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平成 
２０年版  

２１年版  

２２年版  

２３年版  

4.5 

3.7 

1.8 

1.8 

85.7 

89 

91.1 

88.7 

4.6 

3.6 

3.7 

4.8 

3.6 

2.7 

2.5 

3.3 

1.6 

1 

0.8 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成 
２０年版  

２１年版  

２２年版  

２３年版  

【参考】 
市場規模 

399 億ドル 

418 

345 

381 

【参考】 
総輸出額 

136 億ドル 

143 

138 

174 

【参考】 
市場規模 

189 億ドル 

176 

137 

172 

【参考】 
総輸出額 

107 億ドル 

123 

105 

131 

【参考】 
市場規模 

20 百万台 

13 

12 

10 

【参考】 
総輸出額 

124 億ドル 

164 

162 

144 

コピー機（市場シェア） 

プリンタ（市場シェア） 

DVD/Blu-rayレコーダ※２（市場シェア） 

コピー機（輸出額シェア） 

プリンタ（輸出額シェア） 

ビデオ機器※３（輸出額シェア） 

※１ DVD/Blu-rayレコーダのみ台数ベース（他は売上高ベース） 
※２ 平成２１年版までは、「ＤＶＤレコーダ」としてシェアを算出 
※３ 「DVD/Blu-rayレコーダ」の輸出額シェアは不明のため、「ビデオ機器」を掲載 
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24.7% 

19.1% 

12.1% 

10.0% 

9.5% 

24.7% 
シャープ 

富士通東芝 

アップル 

京セラ 

ソニーエリクソン 

その他 

国内市場における携帯電話シェア（メーカー別） 

２０１１年４～６月期 

（出典）ガートナー 
     販売台数ベース 

世界市場における携帯電話シェア（メーカー別） 

（出典）IDC Japan 
     生産台数ベース 

２０１１年４～６月期 

２００５年 ２００５年 

中国・台湾系企業が台頭 

（パナソニック、NECカシオ、 
サムスン等） 

22.8% 

16.3% 

5.7% 
4.6% 3.0% 3.0% 

2.6% 
2.4% 

2.1% 
1.7% 

35.8% 

ノキア 

サムスン 

LG

アップル 

ZTE

リサーチ・イン・モーション 

HTC

モトローラ 

華為 

ソニー・エリクソン 

その他 

世界市場・日本市場における携帯電話端末シェアの動向 

32.5% 

17.7% 
12.7% 

6.7% 

6.3% 

3.5% 

20.6% 

ノキア 

モトローラ 

サムスン 

LG

ソニー・エリクソン 

シーメンス 

その他 

17.0% 

16.5% 

16.0% 
12.5% 

38.0% 
パナソニック 

NEC

シャープ 

東芝 

その他 

アップルや韓国企業(サムスン等）が台頭 
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Googl

e 

95.7% 

bing 

1.9% 

Yahoo! 

1.1% 

WEB.DE 

0.3% 

ICQ 

Search 

0.4% その他 

0.6% 

ドイツ 

Google 

94.8% 

bing 

3.0% 

Yahoo! 

1.3% 

Voila 

0.4% 

Ask Jeeves 

0.3% 

その他 

0.2% 

フランス 

Googl

e 

91.4% 

bing 

4.6% 

Yahoo! 

2.2% 

Ask 

Jeeves 

0.6% 
AOL 

0.5% 

その他 

0.6% 

英国 

Google 

72.5% 

Yahoo! 

24.7% 

bing 

2.2% 

Baidu 

0.1% 

Ask 

Jeeves 

0.1% 
その他 

0.3% 

日本 

Googl

e 

79.7% 

Yahoo! 

9.6% 

bing 

8.7% 

AOL 

0.9% 

Ask 

Jeeves 

0.7% 

その他 

0.5% 

米国 

（注１） 検索エンジンシェアは、2011年７月現在。StatCounter社による。 
（注２） アウンコンサルティング(株)の調査では、2011年2月時点で、１位：Yahoo! JAPAN（50.4％）、2位：Google（39.6％）。 
 

米国企業に席巻される検索サービス 

消費者からの情報発信及びその活用を行う上でベースとなる検索サービスを見ると、 

基礎的な検索技術及びサービスサプライヤーともに、ほぼ米国製。 

（注２） 
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低調な日本のＩＣＴ投資（日米比較）① 

情報化投資及び情報通信ストックについて、日米間では依然大きな格差が存在。 

ICT投資等による生産性向上の指標となるTFP（全要素生産性）は、各産業で米国が概ね日本を上回る。 

実質情報化投資の推移の日米比較 情報通信資本ストックの日米比較 

（出典） 平成23年版情報通信白書 

情報通信産業 
（電子機器・通信） 

電子機器を除く 
製造業 

建設・電力・ガス・水道・ 
農林水産・鉱業 

金融・対事業所 
サービス 

卸・小売・運輸 
個人向けサービス 
（飲食・宿泊・自営業等） 

【出典：平成21年度版情報通信白書（EU KLEMS Databaseより作成）】 

TFP上昇：産業別日米比較 （年率、％） 
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低調な日本のＩＣＴ投資（日米比較）② 

米国では、２０００年のＩＴバブル期を除き、景気減速下でも情報化投資が安定的に伸びているが、日本
では、景気減速の局面の度に情報化投資が低下する傾向。 

米国では、情報化投資は民間設備投資の４４％に達しているが、日本では２６％。 
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米・英・韓は近年 
一貫して増加傾向 

ITバブル崩壊 

主要先進国のＩＣＴ投資の状況 

我が国のICT投資/GDP比率は主要先進国中最低の水準にある。 

【出典：深尾京司『「失われた20年」と日本経済：構造的原因と再生の原動力』（日本経済新聞社より近刊）より作成（原データ：EU KLEMS データベース2009）】 

日本 

主要先進国におけるICT投資／GDP比率の推移（1980-2007） 

韓国 
IMF危機 
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【出典：みずほコーポレート銀行産業調査部調査資料】 

日本 韓国 日韓比較 
市場規模/1社 
韓国：日本 主要企業数 市場規模 市場規模/1社 主要企業数 市場規模 市場規模/1社 

乗用車 
7社 

 
423万台 60万台 1社 102万台 102万台 1.7：1 

鉄鋼 4社 76百万㌧ 19百万㌧ 2社 58百万㌧ 29百万㌧ 1.5：1 

携帯電話 8社 4,059万台 507万台 2社 2,356万台 1,178万台 2.3：1 

電力 10社 8,900億ｋｗｈ  890億kwh 1社 3,500億ｋｗｈ  3,500億kwh 3.9：1 

石油元売 6社 4,845千b/d 807千b/d １社 2,291千b/d 2,291千b/d 2.8：1 

日韓市場規模比較 

（注）2008年実績値 

日韓の市場規模比較 

● 韓国における一社あたりの市場規模は、日本を大きく上回る。 
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約１．８倍 

世界の情報通信ビジネスの分野別・地域別成長見通し 世界市場における日系企業のシェア 

 世界の情報通信ビジネスの見通しと日系企業のシェア 

● ２００７年から２０２０年までの１４年間で、情報通信ビジネス全体で約１．８倍の伸びが見込まれる。 

● 世界市場における日系企業のシェアは、通信機器分野等では１０％を超える一方で、ソフトウェアの 

 分野では約３％と低調。 

【出典：電子情報技術産業協会(ＪＥＩＴＡ)電子情報産業の世界生産見通し(2009年12月)】 ＷＩＴＳＡ(世界情報サービス産業機構)『Digital Planet』（2008年）、IMF World Economic 
Outlook Database（2009年10月）よりみずほ情報総研作成 
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日本の製造業（エレクトロニクス・ＩＣＴ）の売上高・利益率 

● エレクトロニクス・ＩＣＴ分野では、日本勢は企業数が多いものの、世界の主要企業と比較すると収益率  

 で見劣りする。なかでも、米国企業の営業利益率の高さが顕著。 

【出典：三菱UFJリサーチ&コンサルティング「ＩＴ産業の社会インフラ分野への国際展開調査」、各社決算情報から経済産業省作成 】 
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要素技術における我が国の優位性の例（液晶パネル部材） 

【出典：ディスプレイサーチ調べ】 

● 液晶パネルを構成する多くの部材で、日本企業は大きなシェアを確保。 

● 一方、液晶パネルの組み立て技術は比較的容易であるため、最終製品においては、韓国や台湾企業   

 にシェアを奪われている。 

シャープ（日）

14.8 

サムスン電子

（韓） 11.9 

奇美電子（台） 

11.7 

東芝（日） 

9.2 友達光電 

（台）7.1 
日立製作所  

6.3 

ソニー 6 

LG電子 5.8 

その他  27.2 

ガラス基板（白板）

ITOITOターゲットターゲット

カラーフィルタ

液晶

反射防止フィルム反射防止フィルム

輝度向上フィルム輝度向上フィルム

偏光板偏光板

偏光板保護フィルム偏光板保護フィルム
◆

ドライバIC

ﾊﾞｯｸﾗｲﾄﾕﾆｯﾄ

プリズムシート

拡散板拡散板

導光板

CCFLCCFL

◆

日
本
企
業
の
シ
ェ
ア
（
％
）

2006年世界市場規模（億円）

アセンブリが容易なため
韓国・台湾企業が台頭

３M（ロール金型法）寡占市場

従来日本企業が優位の市場

韓国・台湾政府が内製化推進

市場規模の大きい部材で
日本メーカのシェアは低い

光学フィルムを中心とした市場
で日本メーカのシェアは高い

中小型液晶パネルのメーカー別シェア 
（２０１０年出荷実績） 

主な液晶パネル用部材の市場規模と日本企業のシェア 

【出典：総務省調査研究】 
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インターネットと成長に関する世界の認識 

サイバー空間に関するロンドン会議 英国・キャメロン首相 演説（仮訳・抜粋） 

 （2011年11月1日） 

 

・・・ また、インターネットは、経済も大いに変えてきた。研究によれば、インターネットが、奪う雇用の２倍の

雇用を生み出す可能性がある（※１）。ブロードバンド普及率が10%増加するごとに、世界ＧＤＰも平均して1.3%

増加するであろうとの予測（※２）もある。従って、経済を成長させ、人々が職に戻れるようにするために、より

広いアクセスのためのより強い取組が求められている。それが、我々が英国にて行っていることだ。 ・・・ 

G8ドーヴィル・サミット首脳宣言 「自由及び民主主義のための新たなコミットメント」（仮訳・抜粋） 

（2011年5月26日～27日） 

 

II. インターネット  

4. インターネットは、世界中至る所で我々の社会、経済及びそれらの成長に不可欠なものとなっている。 

8. インターネットは、世界経済、その成長及びイノベーションの主要な推進力となっている。 

14. 世界的なデジタル経済は、成長及びイノベーションの強力な経済的推進力及び原動力となっている。ブ

ロードバンド・インターネットへのアクセスは、今日の経済に参加するために不可欠のインフラである。我々の

国々がデジタル経済から十分な恩恵を受けるためには、我々は、クラウド・コンピューティング、ソーシャル・

ネットワーキング、及び草の根出版といった、我々の社会においてイノベーションを推進しており、かつ、成

長を可能としている新たな機会を捉える必要がある。 

※１ Mckinsey の報告書 “Internet matters: The net‘s sweeping impact on growth, jobs, and prosperity” (2011) では、1人雇用が奪われる代わりに2.6人雇用が生み出されると分析 
※２ 世界銀行の報告書 “Information and Communications for Development 2009: Extending Reach and Increasing Impact“ (2009) 

● インターネットが、世界経済成長及びイノベーションの推進力となっていることは世界の共通認識。 
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インターネットＧＤＰの国際比較 

スウェーデン 

ドイツ 

英国 

フランス 

米国 

韓国 

カナダ 

イタリア 

日本※２ 

インド 

中国 

ブラジル 

ロシア 

先進国 

先進国平均 

高成長国平均 

１３か国平均 

名目ＧＤＰ成長
(1995-2009) 
現地通貨ベース 

【出典：Mckinsey,  “Internet matters: The net‘s sweeping impact on growth, jobs, and prosperity” (2011, May)より作成】 

スウェーデン 

英国 

韓国 

日本 

米国 

ドイツ 

インド 

フランス 

カナダ 

中国 

イタリア 

ブラジル 

ロシア 

民間消費 
民間投資 
政府支出 
純輸出 

インターネットの 
国家ＧＤＰに 
対する寄与 

● 2009年のインターネットのＧＤＰに占める割合は、０．８％～６．３％。日本は４．０％と中位。 

● インターネットのＧＤＰ成長に対する寄与は、過去５年平均で先進国平均２１％となっており、国際的にも 
 経済成長のエンジン。 

インターネットのＧＤＰに対する寄与割合（％）  

※１ 本件データは名目ベースであり、スライドＰ17にある(株)野村総合研究所等 
  の試算値（実質ベース）とは直接比較はできない。 
 
※２ デフレーションによるマイナス成長 

インターネットのＧＤＰ成長に対する寄与（％） ※１ 
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35  超高齢社会に対するＥＵの取組 

2020年までにＥＵ市民における平均健康寿命を２年伸ばす。 

 パートナーシップを具体的に主導するのは、ステアリング・グループ。 
 このグループは、2011年5月に設立され、30を超えるステークホルダーによって構

成（加盟国及び地域、高齢の患者、看護師、介護者、医師の代表団体、病院代表
者、学術関係者、産業界及びベンチャーキャピタル団体）。 

 欧州委員会のクルース副委員長（デジタルアジェンダ担当）、 
  ダッリ委員（保健・消費者政策担当）が議長。 
 

 ＥＵ市民が高齢になっても、健康的、アクティブで、自立した生活を送ることを可能に 
 ソーシャルケア及びヘルスケアシステムの持続可能性と効率性の向上 
 革新的な製品やサービスによる市場競争力を向上させ、ＥＵ及び世界における高齢

化というチャレンジに対応し、新しいビジネス機会を創出 

“European Innovation Partnership on Active and Healthy Ageing”(AHA) 
ＥＵ域内諸国にとって、重要な社会的課題である高齢化に、イノベーションを通じて対応
するため、本パートナーシップが2011年2月に導入された。 

もたらされる３つの成果 

目標 

推進体制 

【出典：欧州委員会 “European Innovation Partnership on Active and Healthy Ageing” 】 



36  超高齢社会に対するＥＵの取組 

 患者の服薬コンプライアンスを確保するための革新的な方策 
  （欧州30地域以上での協調的行動） 
 高齢者の転倒を防止し、早期診断を支援する革新的なソリューション 
 栄養状態に特に重点を置いた、身体機能的低下と虚弱化の予防を促すための協力 
 遠隔モニタリングなどの高齢者の慢性疾患に関する、成功している、革新的で総合的な治

療モデルの普及及び促進（ＥＵ域内の多くの地域において、実施が求められる） 
 高齢者が、自立し、自分で動くことができ、アクティブな生活をより長くできるよう手助けをす

るため、グローバルスタンダードで、相互運用可能なＩＣＴを利活用した自立的な生活に向け
たソリューションの導入支援 

 上記に加え、高齢者に優しいビル、街、環境に向けたイノベーションに関するネッ
トワーク作り及び知識共有を目指す。 

 欧州委員会に対して、アクティブで健康的な高齢化の分野においてイノベーショ
ンを阻む障壁に取り組むとともに、ＥＵが拠出する資金をより効果的に利用する
よう求める。 

ステアリング・グループが2011年11月に、具体的な実施計画を策定。 
「予防」、「ケアと治療」、「自立した生活」の３分野に重点。 
具体的には、以下の５つの具体的な活動を予定。 

戦略的実施計画“Strategic Implementation Plan”(SIP)の策定 

【出典：欧州委員会 “European Innovation Partnership on Active and Healthy Ageing” 】 



37  ８大国家戦略産業（韓国） 

【出典：情報通信分野における標準化政策検討委員会 第８回資料】 



アメリカにおけるビッグデータの活用に関する研究開発の動向 

☞ ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ育成のための大学でのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ。 
☞ ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学での１,０００万ドルのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ。 
☞ 「Earth Cube」※ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援のための助成金。 

☞ ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ新規研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに６,０００万ドル投資。 
☞ ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀに関するｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝを開催。 

☞ ２００ﾃﾗﾊﾞｲﾄにものぼる１,０００のｹﾞﾉﾑﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの 
 ﾃﾞｰﾀがｸﾗｳﾄﾞ上で自由に手に入る。 

 

  ～"Big Data Research and Development Initiative"を2012年3月29日に公表～ 

国立科学財団（ＮＳＦ） 

国立衛生研究所（ＮＩＨ） 

国防総省 

エネルギー省 

国防高等研究計画局（ＤＡＲＰＡ） 

地質調査所 

科学技術政策局（ＯＳＴＰ）が本イニシアチブを作成、下記をはじめとする多くの機関がこの取組をサポート。 

▶  ビッグデータを利用して、理工学の研究の加速、安全保障の強化、教育及び学習の改革の実現を目指す。 

▶ 大容量のデジタルデータの収集、保存、蓄積、管理、分析及び共有のためのツールと技術の向上を図る。 

☞ 「John Wesley Powell Center」を提供することで、 
 地球ｼｽﾃﾑ科学に関するﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを分析等できる 
 場を科学者に提供。    

☞ ２,５００万ドルかけて、「SDAV」（Scalable Data Management,  
 Analysis and Visualization）という新たな研究機関を設立。    

☞ 年間２,５００万ドルを４年かけて投資する「XDATA  
 program」を実施し、非構造ﾃﾞｰﾀを含めたﾃﾞｰﾀ解析 
 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾂｰﾙを開発。 

政府機関に加え、企業や大学、非営利組織にも、参加を呼びかけ 

アメリカ政府により、 活用に向けて、 の研究開発投資 

（※）地球科学者が地球に関する情報を利用、分析、共有できるシステム 
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【出典：米国 科学技術政策局 “Big Data Research and Development Initiative “】 

http://www.nsf.gov/index.jsp
http://www.defense.gov/
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:US-DeptOfEnergy-Seal.png
http://www.usgs.gov/


欧州各国のオープンデータ・ポータルサイト 39 

英国 フランス ベルリン 
http://data.gov.uk http://data.gouv.fr http://daten.berlin.de 

世界のオープンデータサイト開設国 

 世界30ヵ国が開設済み 
 OECD、国連など国際機関もデータポータルを開

設。EUも開設予定。 

Source: data.gov(US) 

 欧米諸国では公共データを公開するポータルサイトが整備されつつある。自治体での取り組みも多い。 

パリ市 
http://opendata.paris.fr 

【出典：株式会社NTTデータ 資料】 



ＥＵレベルのオープン・データ政策動向 40 

民間が政府保有の情報を利活用することを容易にした最初の指令であ
り、英国等の取り組みへ大きな影響を与えた。 

2003年 PSI利活用に関するEU指令 

空間情報インフラ（Infrastructure for Spatial Information in the European 
Community：INSPIRE）の構築に関するEU指令。環境保護政策の立案・
実施のため、EU域内の空間情報・環境情報の共有を推進する。 

2007年 空間情報インフラ構築に関するEU指令 
INSPIRE directive 2007/2/EC 

PSIの利活用により、第三者のサービス提供者がより良いサービスを提
供することを推進する。 2009年 

電子政府に関する閣僚宣言 
［マルメ宣言］ 

ヨーロッパの単一デジタル市場の創設（規制等の撤廃）、文化資産のデ
ジタル化と配布、PSI利活用の重要性の確認。 2010年 

欧州デジタルアジェンダに関する閣僚
宣言［グラナダ宣言］ 

概要 年 政策 

2020年を目標としたEUの戦略とアクションプラン。デジタル著作権の単純
化、国境を越えたライセンシングの仕組み構築、2012年までのPSI指令
（2003）の改定などをアクションプランに設定。 

2010年 欧州デジタルアジェンダ 

欧州委員会のオープンデータへの取り組みを定義。オープンデータは欧
州で毎年400億ユーロの経済効果があると述べ、以下の3つの施策を推
進。①EUのデータポータルの開設（2012年春予定）、②EU域内の公平な
条件の確保、③データ処理技術の研究開発のための1億ユーロの支援。 

2011年 欧州オープンデータ戦略 

以下の点を中心に修正協議中。①PSIの再利用を原則とする、②限界コ
ストでの提供（実質無償化）、③マシンリーダブルな提供、④図書館、美
術館、アーカイブへの対象の拡大。 

2012年 
（予定） 

PSI利活用に関するEU指令の 
アップデート 

 2003年のPSI活用指令に始まり、閣僚級の合意形成と、欧州委員会による法制化が進んでいる。 

【出典：株式会社NTTデータ 資料】 



スマートテレビ発展戦略（韓国） 

 2011年4月14日、韓国の知識経済部、放送通信委員会、文化観光部の３機関は、スマートテレビ産業の発展に関
する戦略を公表。 

 ①スマートテレビの競争力強化、②コンテンツ及びサービスの育成、③インフラの構築の３分野の重要政策課題を
掲げ、政府全体で推進することで、グローバルテレビ市場を引き続きリードすることを目指している。 

戦略項目 具体的施策例 

１．スマートテレビ 
  の競争力強化 

技術開発／技術標準化 

• N-Screen(※)、カスタマイズ型広告などのプラットフォーム高度化技術の開発推進 
  (※) テレビ、PC、スマートフォン、タブレット等の異なるデバイスで、同じコンテンツを同じイ ンター 
     フェースで利用できるサービス 
• TVとスマート機器のシームレスな動画視聴を可能とする映像送受信技術開発の推進 
• 多様な家電機器とスマートテレビを連動させるためのインターフェースの技術標準化 

試験事業の実施／ 
協調的ビジネスモデル 

• 公共サービスを提供するアプリケーションの開発試験事業を推進（遠隔映像による対面型
行政窓口サービス、教育コンテンツ等） 

• 民間による将来性のあるサービスの発掘 
• 新規事業化等に向けた関係業界内の協力体制の構築（テレビメーカーと放送事業者の間

のコンテンツ及びネットワークの供給協力、プラットフォーム事業者とコンテンツ制作者の間
の収益配分方法の検討等） 

２．コンテンツ及び 
  サービス育成 

次世代コンテンツの育成
／制作基盤の強化 

• コンテンツ業界と機器・サービス企業で構成されるコンソーシアムによるコンテンツの開発
推進 

• 国内外の最新動向や情報を提供/共有する次世代コンテンツカンファレンスの開催 
• サービスモデルの構築支援 

コンテンツ流通の先進化
／著作権保護の強化 

• 映画産業の好循環構造を確保するため、デジタル流通インフラの構築により合法的なダウ
ンロード市場を活性化。 

• スマートテレビ関連コンテンツの不法流通に対するモニタリング及び行政措置を強化 

３．インフラ構築 

ネットワークの高度化 
• 現在より10倍速いGigaインターネットを2012年までに商用化し、2015年までに全体のネット

ワークカバー率のうち20％まで拡大させる 
• 次世代無線ネットワーク（LTE）の構築及びテレビ用周波数のホワイトスペースの活用推進 

法制度の整備 

• 規模の経済を確保するため、有料放送の事業範囲の制限緩和を推進 
• 「統合放送法」の制定推進と連携し、スマートテレビサービスの法的概念や範囲などを検討 
• 利用者保護のための、アプリマーケットの運営、広告、コンテンツ面の自主的点検体制の

構築 
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【出典：放送通信委員会報道資料、2011/4/5を基に作成】 



HTML5基盤プラットフォーム標準開発の推進（韓国） 

  放送通信委員会はスマートTVエコシステム育成のため、特定OSに縛られない
HTML5基盤のTVプラットフォーム標準化を本格的に進める方針を発表。 

  本計画は、2012年2月にKCCが発表した「三大新成長IT融合エコシステム造成方案」の
うち、スマートTVエコシステム形成の一環としての位置づけ。 
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【出典：韓国 放送通信委員会報道資料 2012/05/01を基に作成】 

(1)IPTV、デジタルCATV、スマートTV間のアプリ相互互換が可能で 
特定OSに従属しないHTML基盤のオープンTVプラットフォーム標準開発 

(2)HTML5基盤標準プラットフォームを適用した試験モデル 
  開発・検証及び拡大支援 

(3)国内標準化結果を基に初期段階のW3C国際標準化を先導 

計画の内容 



  米国再生・再投資法（American Recovery and Reinvestment Act（2009年2月17日成立））は、米国連邦通信委員会（ＦＣ
Ｃ）に対し、国家ブロードバンド計画を策定し、議会に提出することを義務付け。 

  2010年3月16日、ＦＣＣは国家ブロードバンド計画（Connecting America: The National Broadband Plan）を策定し、連邦議
会へ提出。 

【ブロードバンド競争とイノベーション政策】 
 ○ 有線・無線の一層の競争促進のため、より多くの周波数を利用可能にする。 
 ○ 固定及びモバイルブロードバンド市場の競争を確保するため、卸売市場の競争ルールの包括的レビューを行う。  等 
【ブロードバンドへのユニバーサル・アクセスの確保】 
 ○ 下り実測４Mbps以上の安価なブロードバンドと音声サービスの提供を支援するため、「コネクト・アメリカ基金」を創設。現行のユ

ニバーサルサービス基金プログラムから、今後10年間で155億ドルをブロードバンド支援に移行。 
 ○ 第３世代携帯電話のカバレッジが全国平均を著しく下回る州が出ることのないよう支援する「モビリティ基金」を創設。 
 ○ 議会において、「コネクト・アメリカ基金」への公的補助や補助金・融資プログラムの拡大を検討。  等 
【その他】 
 ○ 民間投資促進のため線路敷設基盤へのアクセスを改善。 
 ○ ブロードバンド関連研究開発への投資を促進。 
 ○ ヘルスケア、教育、エネルギー・環境、安心・安全等の優先分野でのICT利活用を最大化するため、政策、標準、インセンティブを

見直す。  等 

１．１億世帯以上が、下り実測100Mbps以上、上り実測50Mbps以上のサービスに低廉な料金でアクセスできるようにする
（「100×100 Initiative」。2015年の中間目標は、下り実測50Mbps以上、上り実測20Mbps以上。）。 

２．米国は、世界最速かつ最大規模の無線ネットワークを持つことにより、モバイル・イノベーションで世界をリードする。 
３．全ての米国民は、強固なブロードバンド・サービスに低廉な料金でアクセスでき、選択した場合にサービスに加入するための手段

と技能を持つ（目標達成の結果、2020年までにブロードバンド加入率が90％以上となる）。 
４．全てのコミュニティの学校、病院、政府ビルといった拠点施設において、１Gbps以上のブロードバンド・サービスに低廉な料金でア

クセスできる。 
５．米国民の安全を確保するため、所属組織等に関係なく全ての第一応答者が、全国規模で相互運用可能な無線による公共安全

ブロードバンド・ネットワークにアクセスできるようにする。 
６．米国がクリーン・エネルギー経済において世界をリードするため、全ての米国民が、ブロードバンドを利用して、自身のリアルタイ

ムのエネルギー消費を追跡、管理できるようにする。 

主要な個別勧告 

長期的な６つの目標（2020年） 
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【出典：米国連邦通信委員会 “The National Broadband Plan” を基に作成】 
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 ２０１０年５月１９日、欧州委員会は、新たなＩＣＴ戦略として「欧州デジタル・アジェンダ」を策定し、公表。 

 ＥＵの２０１０年までのＩＣＴ戦略「ｉ２０１０」の後継となる、２０２０年に向けたＩＣＴ戦略。 
 本戦略は、ＥＵの成長戦略「欧州２０２０戦略」に示される７つの重点取組（※１）の一つとして策定。 

 （※１） ７つの重点取組： ①イノベーション・ユニオン、②活発な若者の育成、③デジタル・アジェンダ、④欧州の効率的な資源利用、 

        ⑤グローバル時代の産業政策、⑥新たなスキルと仕事のアジェンダ、⑦貧困に対する欧州基盤の確立 

 本戦略は、ＩＣＴの社会的・経済的な潜在力を最大限発揮させる道筋を示し、デジタル技術の幅広い展開とより効果的な利活用
により、欧州における課題の解決とより豊かな生活を実現することを目標とするもの。 

 本戦略により、ＥＵはＩＣＴ分野における課題に取り組み、ＥＵ経済を活性化するＩＣＴ分野の好循環（コンテンツとボーダレスな
サービスの創造 → サービス需要の増大 → ネットワークの展開 →コンテンツとボーダレスなサービスの創造 ）を生み出す。 

  

位置づけ 

理念・目的 

＜７つの重点課題とキー・アクション＞ 

 欧州デジタルアジェンダでは、ＩＣＴ分野における７つの重点課題を特定し、それらに対応する１６のキー・アクションを定義。 
重点課題 キー・アクション（重点課題への対応） 

１．寸断されたデジタル市場 
 

１．活力あるデジタル単一市場 

欧州のデジタル市場は、各加盟国のオンライン市場
を継ぎはぎした構成であり、デジタル単一市場の恩恵
が享受できない。 
各国間で異なる規制、電子支払・請求等の障壁によ
り、各国間のコンテンツやサービスの流通は不十分。 

著作権処理、管理及び国外（ＥＵ域内）へのライセンス供与を簡素化。（目標年：２０１０～２０
１２） 
単一ユーロ支払エリア（ＳＥＰＡ）を完成。相互運用性のある電子請求に関する枠組みを実現。
（２０１０） 

安全な電子証明システムの国境を越えた認証及び相互運用性に関する法的枠組みを提供
するため、電子署名指令の見直しを提案。（２０１１） 

個人の信頼性の向上及び権利の強化の観点から、ＥＵのデータ保護規制の枠組みを見直し。
（２０１０） 

① 
② 
③ 
④ 

２．相互運用性の欠如 
２．相互運用性と標準化 

標準設定、公共調達、公的機関間の協調不足により、
欧州のデジタルサービスとデバイスは所要の協調性
が損なわれている。 

ＩＣＴに関するフォーラムやコンソーシアムによる標準の利用が可能となるよう、欧州におけるＩ
ＣＴ標準の実施ルールを見直すため、ＩＣＴの相互運用性に関する法的措置を提案。（２０１０） ⑤ 

３．サイバー犯罪とネットワークの低信頼性リスクの拡
大 

３．信頼性向上と情報セキュリティ 

新たな形の犯罪（サイバー犯罪）への対処や個人情
報やプライバシーといった欧州市民の基本的権利の
保護について新たな課題が発生。 
ＩＴシステム、ネットワークは、あらゆる新たな脅威に対
し、回復力と安全性の備えが必要。 

強力かつ高い水準のネットワーク及び情報セキュリティ政策を目指す施策、サイバー・アタッ
ク時により迅速な対応を可能とする施策を提示。（２０１０） ⑥ 
情報システムに対するサイバー・アタックへの対抗施策を提示。（２０１０） 
欧州及び国際レベルでのサイバー空間における管轄権に関するルールを提示。（２０１３） ⑦ 
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【出典：欧州委員会 “Digital Agenda for Europe”を基に作成】 
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４．ネットワークへの投資不足 ４．高速及び超高速インターネットアクセス 

有線・無線技術を通じてブロードバンドの敷設と加入を
確保し、高速で競争力のあるネットワークへの投資を
促進することが必要。独占に回帰することなく、公共投
資により補完しつつ、民間投資を促進するためのイン
センティブの付与や、無線周波数の配分の改善に焦
点を当てることが必要。 

「欧州２０２０戦略」のブロードバンド目標を実現するため、ＥＵ及び加盟国レベルでの行動
に関する共通の枠組みを規定するブロードバンド・コミュニケーション文書を採択。（２０１０） 

・ＥＵの関係機関を通じた高速ブロードバンドへの資金提供を強化、合理化。（２０１４） 
・野心的な欧州周波数政策プログラムを提案。（２０１０） 
・競争的な次世代ネットワーク・アクセスへの投資を促進するため、勧告を公表。（２０１０） 

⑧ 

５．不十分な研究とイノベーション努力 ５．研究とイノベーション 

不十分な投資、中小企業の創造性の未活用、研究成果
のイノベーションへの転換の失敗を続けている。研究者
の才能を基礎に、欧州ＩＣＴ企業が世界規模の商品を開
発できるイノベーションエコシステムの提供が必要。 

研究及びイノベーションのための構造基金の利用や、少なくともＦＰ７（２００７年～２０１３年）
の残期間においてはＩＣＴ研究開発予算の年率２０％増加のペースを維持することにより、商
用前調達や官民連携の戦略的な利用を通じて、より多くの民間投資を活用。 

⑨ 

６．デジタルリテラシーとスキルの欠如 ６．デジタルリテラシー、スキル及びインクルージョンの向上 

高度で専門的なＩＣＴスキルとデジタルリテラシーが不
足。これにより、デジタル社会・経済から多くの市民を
排除し、ＩＣＴ利用の波及効果を縮小させている。加盟
国や他の利害関係者間の連携が必要。  

欧州社会基金規則[※]において、デジタルリテラシー・能力を優先施策とすることを提案。
(2014～2020) ※ 職業訓練、雇用創出施策のための構造基金（地域間格差是正のためのＥＵから加
盟国への補助金）に関するＥＵ規則。同規則において優先的に支援すべき施策対象を定める。 ⑩ 
ＩＣＴ専門家及び利用者の能力を確認、評価するための手法を策定。欧州をまたがってＩＣＴ専
門家の能力と流動性を高めるため、ＩＣＴプロフェッショナルに関する欧州の枠組みを策定す
る。（２０１２） ⑪ 

重点課題 キー・アクション（重点課題への対応） 

７．社会的課題へ対処する機会の逸失 ７．ＩＣＴが可能とするＥＵ社会への恩恵 

ＩＣＴの潜在力をすべて引き出すことにより、重大な社
会的課題に対し、より効果的に対処できると考えら
れる。 
（課題例：気候変動と環境、高齢化社会と医療費の
増大、より効果的な公共サービスの構築等） 

ＩＣＴ産業が、自らのエネルギー・パフォーマンス及び温室効果ガス排出に関する共通の測定
方法を採用するためのスケジュールに従っているかを評価し、適宜、法的措置を提案。（２０
１１） 

⑫ 
欧州市民に医療健康データへの安全なオンライン・アクセスを保証し、遠隔医療サービスの
広域展開を達成するための実証を実施。（２０１５～２０２０） ⑬ 
加盟国間で電子的にアクセス、交換される患者記録の相互運用性確保のため、患者データ
の最低限の共通設定を定義する勧告を提案。（２０１２） ⑭ 
ＥＵの公共デジタル図書館ＥＵＲＯＰＥＡＮＡ及びコンテンツのデジタル化への資金融通に関
する持続可能なモデルの提案。（２０１２） ⑮ 
全ての加盟国で提供されるべきオンライン認証サービスに基づく、ＥＵ各国間の電子ＩＤ及び
電子証明の相互承認を保証するため、理事会及び議会決定を提案。（２０１２） ⑯ 

欧州デジタル・アジェンダ②：７つの重点課題とキー・アクション 45 

【出典：欧州委員会 “Digital Agenda for Europe”を基に作成】 



＜キー・パフォーマンス目標＞ 
 デジタルアジェンダの進捗状況を毎年５月に公表。キー・パフォーマンス目標に沿った指標を基に、社会経済の発展状況等

が示される。 

 ２０１３年までに基礎的なブロードバンド（ＡＤＳＬ等）をすべてのＥＵ市民へ（２０１３年の基礎的ブロードバンドカバー率を１００％）。 
 ２０２０年までに高速ブロードバンド（３０Ｍｂｐｓ以上）をすべてのＥＵ市民へ（２０２０年の高速ブロードバンドカバー率を１００％）。 
 ２０２０年までに超高速ブロードバンド（１００Ｍｂｐｓ超）に欧州全世帯の５０％が加入。 

１．ブロードバンド目標 

 電子商取引の促進：２０１５年までに、人口の５０％がオンライン取引（購入）を利用。 
 越境電子商取引：２０１５年までに、人口の２０％が、国境を越えたオンライン取引（購入）を利用。 
 ビジネスにおける電子商取引：２０１３年までに、中小企業の３３％がオンラインで購買を実施。 
 電気通信サービスの単一市場を実現：２０１５年までに、ローミング料金と国内料金の差を縮小（ゼロに近づけることを目指す）。 

２．デジタル単一市場 

 ２０１５年までに、ＥＵ市民による定期的なインターネット利用を６０％から７５％へ、障がい者による利用を４１％から６０％へ増加。 
 ２０１５年までに、インターネットを利用したことのない人口の割合を半減（１５％とする）。 

３．デジタルインクルージョン 

 ２０１５年までに、ＥＵ市民の５０％が、電子政府を利用。また、そのうち半分以上が、（単なる情報入手等にとどまらず）電子申請を利用。 
 ２０１５年までに、国境を越えた公共サービスの実現：加盟国の合意リスト（２０１１年合意予定）に含まれる、主要な越境公共サービス

のすべてについて、オンライン利用可能とする。 

４．公共サービス 

 ＩＣＴ研究開発の増加：公的投資を倍増し１１０億ユーロ（約１兆２千億円※）とする。 

５．研究及びイノベーション 

 低エネルギー・ライト（照明）の促進：２０２０年までに、照明によるエネルギー消費の少なくとも２０％を削減。 

６．低炭素経済 

※１ユーロ＝１１０円で換算。 
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【出典：欧州委員会 “Digital Agenda for Europe”を基に作成】 



US Igniteの概要 
• ホワイトハウス科学技術政策局（OSTP）と全米科学財

団（NSF）が協力して推進する官民連携のイニシアチブ 
• US Igniteの目的：米国にとって重要度の高い(健康、教

育、エネルギー、経済開発等)のためのギガビット級ア
プリケーションやサービスを開発 

• そのためのインフラとして、100Mbps以上の広帯域
ネットワークと新しいアーキテクチャやプロトコルを導
入できるプログラマブルで、かつそれらが互いに影響
しないようなネットワークテストベッドを用意 

• 2011年11月現在準備中 
• 私見：FIA/FINDで研究を、それを試験するGENIを、そし

てサービスやアプリを開発するためにUS Igniteを政府
主導で整備 
 参考URL：http://www.nsf.gov/cise/usignite/ 

【出典：情報通信分野における標準化政策検討委員会 中長期的戦略ワーキンググループ第４回 （独）情報通信研究機構 説明資料】 

47  US Ignite（米国） 



48   US Ignite（米国） 



49  未来インターネット発展計画（韓国） 

策定年月：2011年6月 策定機関：国家情報化戦略委員会、放送通信委員会 

■ 「新しい10年、インターネットのグローバルリーダー跳躍」をビジョンに設定し、急増するデータトラ
フィックの問題を解決するため、インターネット速度を現在の100倍以上へ引き上げる 

■ 今後５年間で、政府が5,389億ウォン、民間が37兆6,000億ウォンを分担して投資 

目標 推進戦略 

ネットワーク、ハードウェア、サー
ビスコンテンツ等の連携 

民間協力を通じた市場需要指向 

ネットワーク等、韓国の強みを有
する点の活用 

ネットワークの良質的高度化 

開放型生態系基盤の構築 

政
策
課
題 

世界最高の
スマートネッ
トワーク構築 

開放・協業型
のスマートイ
ンターネット
技術開発 

未来を先導
するサービス
モデル発掘 

グローバル
テストベッド

組成 

産業基盤の
強化及び安
全な利用環
境の組成 

①利用者：世界最高速（現在の100倍）の安全なサービス提供 
・映画（5GB）ダウンロード：400秒（2010年） → 40秒（2012年） → 4秒（2020年） 

・移動時にもネットワークや端末に関係なくシームレスなインターネット利用 

・攻撃にリアルタイムに対応し、攻撃者を追跡する安全なインターネット 

②企業：インターネット企業のグローバル競争力の強化 

・グローバルデジタル100革新企業：０社（2010年） → ３社（2012年） → ５社（2020年） 

・アイデアさえ有れば容易で安価に創業が可能に 

③国家：生産及び雇用創出を通じて国家経済に寄与 

・生産誘発：総額28兆ウォン（2012年まで） → 総額73兆ウォン（2015年まで） 

・雇用誘発：年間平均8.2万人（2011～15年） 

【出典：韓国 放送通信委員会報道資料2011/6/9を基に作成】 



我が国におけるインターネットによる経済成長 

▲ 
インターネットGDP 

 ここでいうインターネットGDPとは、ＩＣＴ産業とは異なり、インターネット・
プロトコル（ＩＰ）上の商取引や関連サービス、機器の消費等から算出し
ている。（ICT産業のGDPは個々の生産額の積み上げ。） 

具体的には、以下の額の総計をインターネットGDPとしている。 
・消費支出：Ｅコマース（インターネットを通じた電子商取引）及び 
       インターネット接続機器に対する消費者の支出金額 
・投資支出：通信インフラ企業の設備投資金額 
・政府支出：政府・自治体の情報システム投資 
・純輸出額：IP 通信機器の輸出入 

● ２０１０年のインターネットGDP *1は約20兆円。GDPの3.7%に相当し、日本を代表する産業である 
  輸送用 機械器具製造業（自動車製造業等）を超える。 

● ２００５～１０年の実質GDP成長額は2.9兆円のところ、インターネットGDPの成長額は4.9兆円に 
  達し、我が国の経済成長を牽引。 

日本のインターネットＧＤＰ試算結果（兆円） 

実質ＧＤＰの成長に占めるインターネットＧＤＰ額（兆円） 

【出典：(株)野村総合研究所・グーグル(株)「インターネット経済調査報告書」（平成23年10月19日）】 

ＧＤＰに占める割合における 
インターネットＧＤＰの他産業

との比較 
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我が国におけるインターネット利用の動向① 

● インターネットの利用者数及び人口普及率は、一貫して増加。 

● インターネット利用端末は、パソコンが約8,700万人、モバイル端末が約7,900万人。 

インターネット利用端末 
の種類（平成22年末） 

【出典：総務省「平成２３年版情報通信白書」】 

※ 
① 平成9～12 年末までの数値は「通信白書（現情報通信白書）」から抜粋。 
② インターネット利用者数（推計）は、6 歳以上で、過去1 年間に、インター 
 ネットを利用したことがある者を対象として行った本調査の結果からの推 
 計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、携 
 帯情報端末、ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器を所有している 
 か否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の 
 利用、学校での利用等あらゆるものを含む。 
③ 平成13 年末以降のインターネット利用者数は、6 歳以上の推計人口（国 
 勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本調査で得られた6 歳以上の 
 インターネット利用率を乗じて算出。 
④ 調査対象年齢については、平成11 年末まで15～69 歳、平成12 年末は 
 15～79 歳、平成13 年末以降は6 歳以上。 

インターネットの利用者数及び
人口普及率の推移 
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我が国におけるインターネット利用の動向② 

● 携帯電話・ＰＨＳが９割を、パソコンが８割を超えて世帯に普及 

● インターネット接続テレビが約３割、スマートフォン及びタブレット型端末が約１割まで普及 

世帯における主なＩＣＴ機器の保有状況の推移 

【出典：総務省「平成２２年通信利用動向調査」】 
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※「携帯電話・PHS」には、平成21年末以降は携帯情報端末（PDA）も含む。 

インターネットに 
接続できる家庭用 
テレビゲーム機 

その他インター
ネットに接続できる
家電（情報家電）
等 

スマートフォン(再掲) 

ＦＡＸ 

ＥＴＣ車載器 

ワンセグ対応携帯電話(再掲) 

タブレット型端末 
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インターネットの年齢階級別利用状況 

● インターネットの年齢階級別利用率は、平成22年末で、70歳以上の年齢階級は増加傾向にあるが 

 依然として低く、70～79歳で39.2％、80歳以上で20.3％。 

【出典：総務省「平成22年通信利用動向調査」】 

6歳以上

全体
6-12歳 13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以上

平成20年末（n=12,791） 75.3% 68.9% 95.5% 96.3% 95.7% 92.0% 82.2% 63.4% 37.6% 27.7% 14.5%
平成21年末（n=13,928） 78.0% 68.6% 96.3% 97.2% 96.3% 95.4% 86.1% 71.6% 58.0% 32.9% 18.5%
平成22年末（n=59,346） 78.2% 65.5% 95.6% 97.4% 95.1% 94.2% 86.6% 70.1% 57.0% 39.2% 20.3%

0%
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80%
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● 国内の携帯電話加入者は、２０１１年１０月末現在、携帯電話が約１２，３７２万加入、 
  ＩＭＴ-２０００（３Ｇ） が約１２，２４８万加入、ＩＭＴ-２０００（ＬＴＥ）が約４８万加入。 

● 移動通信システムの通信容量は、２０１５年頃以降も増大する見込み。 

【出典：（社）電気通信事業者協会調べ】 

国内の携帯電話加入者数の推移 
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ワイヤレス・ブロードバンド化の進展 54 



スマートフォンの利用拡大 

【出典：「(株) ＭＭ総研 [ 東京・港 ]「スマートフォン市場規模の推移・予測（11年7月）」（平成23年７月７日）】 

【出典：2011年7月7日(株)ＭＭ総研 ニュースリリース】 

● 国内におけるスマートフォンの契約数は、２０１０年度の９５５万件から、約７倍増加し、 
 ２０１５年度には、７０３０万件へ拡大する見込み。 

● ２０１５年には、世界におけるスマートフォンの販売台数は急激に増加し、１１億台となる見込み。 

国内のスマートフォン契約数等の推移・予測 

世界のスマートフォン市場の推移 

【出典:Gartner社公表資料より作成】 
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 ユーザーの時代 56 

【出典：基本戦略ボード第３回 岩浪構成員 説明資料】 



総人口の急激な減少 
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（1192年） 
757万人 

（1338年） 
818万人 

（1603年） 
1,227万人 

（1716～45年） 
3,128万人 

（1868年） 
3,330万人 

（1945年） 
7,199万人 

（2000年） 
12,693万人 2004年12月

12,784万人（ピーク） 

2020年 
12,274万人 

2050年 
9,515万人 

2100年（中位推計） 
4,771万人 

（年） 

（万人） 

2100年（高位推計） 
6,407万人 

2100年（低位推計） 
3,770万人 

【出典：国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会 「国土の長期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月21日）】 

● 総人口は、2004年をピークに、2020年には12,274万人となり、今後約100年間で100年前（明治
時代後半）の水準まで減少する可能性。これは、過去にも類を見ない、極めて急激な減少。 
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少子高齢化、生産年齢人口の減少 58 

【出典：基本戦略ボード第３回 ＫＤＤＩ株式会社 説明資料】 



世界の中でも最も進む高齢化 

● 我が国の高齢化率は、２００５年に世界で最も高くなり、それ以降、世界で最も高齢化が進んだ社会
を迎えている。また、我が国の高齢化は、世界に例をみない速度で進展している。 

【出典：厚生労働省 「平成２３年版高齢社会白書」（平成23年6月7日）】 
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【出典：厚生労働省 「平成２３年版高齢社会白書」（平成23年6月7日）】 

65歳以上の労働力人口の増加 

● 労働力人口に占める65際以上の高齢者の割合は、今後増加し、性・年齢別の労働力率が2006年 
 の実績と同じ水準で推移すると仮定すると、2020年頃には約11％となる見込み。 

60 



少子高齢化、生産年齢人口の減少 61 

【出典：基本戦略ボード第４回 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会（ＣＩＡＪ） 説明資料】 



人口構成の少子高齢化の進展 

【出典：国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会 「国土の長期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月21日）】 

総人口 
12,274万人 若年人口 

1,320万人 
（10.8%） 

生産年齢人口 
7,364万人 
（60.0%） 

高齢人口 
3,590万人 
（29.1%） 

● 我が国の人口構成は、今後一層の少子高齢化が進展し、２０２０年には、高齢人口は高齢化率が
約30％まで増加（高齢人口は3,590万人）するとともに、若年人口及び生産年齢人口は減少。 
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【出典：国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会 「国土の長期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月21日）】 

世界の中でも低下する生産年齢人口割合 

● 我が国の生産年齢人口（15～64歳）の総人口に占める割合は、１９９０年をピークに減少しており、
２０２０年以降、アジア諸国、欧米及びアフリカよりも小さくなる見込み。 
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【出典：厚生労働省「平成22年度福祉行政報告例」（平成23年11月9日）】 

増加する生活保護受給者数 

● 生活保護世帯数・保護実人員数は、大幅に増加傾向。 
● 福祉行政報告例（平成24年1月分概数）によると、東日本大震災の影響もあり、被保護世帯数は、

1,517,001世帯、被保護実人員は、2,091,902人にものぼり、ともに過去最多を更新。 
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日本におけるテレワーク人口比率 65 

● 日本のテレワーカー人口比率（就業者人口に占めるテレワーカーの割合）は、2009年時点で 
 15.3％（約1000万人）、うち、在宅型テレワーカー人口比率は5.2％（327万人）。 （推計） 
● 「新たな情報通信技術戦略」 （IT戦略本部）の工程表（2010年6月）において、 
 「2015年までに在宅型テレワーカーを700万人」とすることを政府目標としている。 

テレワークを導入する企業の推移 テレワークを利用している従業者の割合の推移 

【出典：平成22年総務省通信利用動向調査（企業編）】 



エネルギー制約、地球環境との共生 66 

【出典：基本戦略ボード第１回 日本電気株式会社 説明資料】 



【出典：エネルギー白書２０１１（資源エネルギー庁）】 

最終エネルギー消費と実質GDPの推移 

最終エネルギー消費の推移 

● 1970年代のオイルショックを契機に、産業部門において省エネルギー化が進む。 
● 1990年代を通して運輸部門のエネルギー消費の増加率は緩和したが、快適さや利便性を求める 
  ライフスタイルの普及等を背景に民生部門（家庭部門及び業務部門）のエネルギー消費は増加。 
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地球温暖化問題の現状 

○ ２１世紀末の世界平均地上気温の上昇は、２０世紀末と比較して、環境の保全と経済の発展を地球規模で両立する社会で 
  約１．８℃（１．１～２．９℃）、化石エネルギーを重視しつつ高い経済成長を実現する社会で約４．０℃（２．４～６．４℃）と予測。 

○ 京都議定書第１約束期間（２００８～２０１２年）における目標達成に向け、各国は温室効果ガスの削減のための取組を実施 

 （日本は６％削減目標）。 

○ ２０１３年以降のポスト京都議定書の枠組み構築に向けた動きが近年活発化（ＣＯＰ、Ｇ８サミット等）。 

  ・我が国の中期目標：２０２０年における温室効果ガスを１９９０年比２５％削減 

         長期目標：２０５０年における温室効果ガスを１９９０年比８０％削減 

  ・Ｇ８における長期目標：２０５０年までに全世界における温室効果ガスを５０％以上削減、ただし、先進国は８０％以上削減 

＜地上気温上昇（１９８０～１９９９年との比較）＞ 

世
界
地
上
気
温
の
上
昇
値
（℃

） 

（年） 

2000年の濃度で一定
とした時の気温 
 20世紀の気温 

＜２１世紀の年平均気温の上昇（１９８０～１９９９年との比較）＞ 
※ １９８０～１９９９年を基準とした２０９０～２０９９年の上昇 【出典：IPCC第４次評価報告書（統合報告書）（2007年11月）】 
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海外現地生産を行う企業数の割合の推移 

【出典：内閣府経済社会総合研究所「平成22年度企業行動に関するアンケート調査報告書」】 

 増加傾向 

海外現地生産を行
う企業数の割合

（%） 

（
実
績
見
通
し
） 

（
見
通
し
） 

● 海外現地生産を行う企業数の割合は、平成２年以降一貫して増加傾向にあり、製造業全体では、 
  平成21年度実績は67.1%、同22年度実績見込みは67.2%、同27年度見通しは67.7%となっている。 
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海外現地生産比率
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通
し
） 

（
見
通
し
） 

● 海外現地生産（生産高）比率は、製造業全体（実数値平均）でみると、平成21年度実績は17.1％、同
22年度実績見込みは18.0％で推移し、同27年度見通しでは21.4％と上昇する見通しとなっている。 

【出典：内閣府経済社会総合研究所「平成22年度企業行動に関するアンケート調査報告書」】 
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都市化 71 

【出典：基本戦略ボード第１回 日本電気株式会社 説明資料】 



都市化 72 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 



【出典：国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会 「国土の長期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月21日）】 

国土基盤ストックの維持管理・更新費の増加 

● 現在の国土基盤ストックの維持管理・更新費は、今後増加を続け、２０２０年には、約１２兆円となる
見込み。 
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国土基盤ストックの維持管理を支える人材の高齢化・減少 

● 国土基盤ストックの維持管理を担う公務部門の技術者は、今後、ますます高齢化し、２０２０年には
約７万人まで減少する見込み。 

【出典：国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会 「国土の長期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月21日）】 
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国連「電子政府発展指数」について 

● 国連は、２０１２年２月２８日「２０１２年電子政府発展指数」を公表。同指数は、電子政府サービスを 

 実施・策定する政府の能力を測ったもので、２０１０年以来２年ぶりの公表。 

● 韓国が２０１０年に引き続き１位。我が国は、１８位（２０１０年は１７位）。 

● 韓国政府（行政安全部）は１位達成について報道発表を行い、その成果をＰＲ。 

大大韓韓民民国国電電子子政政府府、、再再びび世世界界をを驚驚かかすす 

--  22001122  国国連連電電子子政政府府評評価価でで、、22001100 年年にに続続きき 22 回回連連続続世世界界 11 位位達達成成-- 

我が国が 2012 年の国連の電子政府評価で 2010 年に続いて２回連続世界１位達成し、世界

最高の電子政府先進国であることが再び確認された。 

行政安全部は、国連が 2012 年 2 月 28 日（韓国時間 29 日）に発表した、2012 年の電子政

府評価の結果、我が国の電子政府の発展指数は、オンライン参加指数の部分でも世界１位

を占めて総合１位を達成したと発表した。 

（ 中 略 ） 

今回の評価結果は、李明博政府で積極的に推進してきた次世代の電子政府戦略であるスマ

ート電子政府（Smart Gov）戦略の成功的な推進や、これまでの継続的な投資と努力が客観

的指標に反映されたものと言うことができる。 

まず、大統領主宰の国家情報化ビジョン宣布式（2008 年 12 月）を通じて、従来の供給者

中心の情報化政策の方向性を、活用・意思疎通・融合を中心としたものに転換し、従来の

推進体制を民・官合同の大統領直属の国家情報化戦略委員会に格上げする（2009 年 11 月）

等、戦略的に電子政府推進力を確保し、専門性を更に強化した。 

孟亨奎（メン・ヒョンギュ）行政安全部長官は、「今回の受賞は、韓国の電子政府の優秀性

が国際的に再び認められることになった慶事であり、これをきっかけに、2012 年の電子政

府の輸出３億ドルの達成はもちろん、今後５年間で約２５億ドルの輸出が期待される」と

明らかにした。 

あわせて、「国内外の広報を通じて、情報化の汎国家的関心を誘導し、情報化や国際協力を

一層強化して、実質的な成果の創出に注力していく一方で、電子政府先導国にふさわしく、

国際社会の貢献活動も強化していく方針である」と語った。 
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     （2008年以前、電子政府発展指数は電子政府準備度指数）】 
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電子政府発展指数の推移 韓国行政安全部 ２月29日報道発表資料（仮訳） 

2012年順位 

1 韓国 

2 オランダ 

3 英国 

4 デンマーク 

5 米国 

6 フランス 

7 スウェーデン 

8 ノルウェー 

9 フィンランド 

10 シンガポール 

11 カナダ 

12 オーストラリア 

13 
ニュージーラン
ド 

14 
リヒテンシュタイ
ン 

15 スイス 

16 イスラエル 

17 ドイツ 

18 日本 

19 ルクセンブルグ 

20 エストニア 

21 オーストリア 

22 アイスランド 

23 スペイン 

24 ベルギー 

25 スロヴェニア 
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情報量増大 76 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 



情報量増大 77 

【出典：基本戦略ボード第１回 株式会社日立製作所 説明資料】 



景気の状況 

内閣府「国民経済計算」より内閣府が作成。 

78 

● 景気が脆弱な状況の中で、東日本大震災に直面し、急速な経済活動の低下。 
● リーマンショック後の急速な景気悪化から持ち直し傾向があったものの、ＧＤＰはリーマン

ショック以前を下回る状態であった。 

実質ＧＤＰ成長率とその寄与度 

【出展：内閣府「平成２３年度年次経済財政報告書」】 

内閣府「国民経済計算」、アメリカ商務省"National Economic Accounts"、フランス国立統計経済研究所
（INSEE）"Quarterly National Accounts"、 ドイツ連邦統計局"National Accounts"より内閣府作成。全て季節
調整値。 

欧米諸国との景気状況の比較 

（リーマンショック） 

（東日本大震災） 



雇用の状況 

総務省統計局「労働力調査」より作成。 

79 

● 完全失業率は、 改善傾向にあったが、2007年から再び悪化。特に若年層の完全失業率
が高い。 

● 非正規の職員・従業員の割合は、増加傾向にあり、３分の１を超える。 

完全失業率（年齢別） 

総務省統計局「労働力調査」より作成。 
平成13年以前は「労働力調査特別調査」、平成14年以降は「労働力調査詳細集
計」により作成。 

非正規の職員・従業員 
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エンジェル投資家等の状況 

206 

237 

274 

252 

159 165 

224 

83 88 

53 

23 28 
19 14 9 

0

50

100

150

200

250

300

05年 06年 07年 08年 09年 

米国 欧州 日本 

ベンチャーエンタープライズセンター「2010年ベンチャービジネスの回顧と展
望（要約版）」をもとに作成 

日米欧VC 年間投資額の推移 

（百億円） 

エンジェル投資額の日米比較 

日本は経済産業省、米国はUniversity of New Hampshire, Center for Venture 
Researchのデータをもとに作成 
（注１） 日本のデータはエンジェル税制を利用した投資額 
（注２）  1ドル=80円として円換算 

米国 日本 

2001年 24,000 億円 1.0 億円 

2002年 12,560 億円 1.5 億円 

2003年 14,480 億円 9.1億円 

2004年 18,000 億円 15.4億円 

2005年 18,480 億円 25.1億円 

2006年 20,480 億円 13.4億円 

2007年 20,800 億円 4.7億円 

2008年 15,360 億円 11.3億円 

2009年 14,080 億円 8.3億円 

2010年 16,080 億円 3.1億円 

米国は日本の 
約5,000倍の 

エンジェル投資
額 

（2010年） 

● 日本のエンジェルやベンチャーキャピタルによる投資額は、経済規模、資本市場規模に比べ、極端に少ない。 
● 日本は、ベンチャー企業の成長ステージに応じたリスクマネーや各種機能を提供する者が不足している。 
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起業の状況 

総務省「事業所・企業統計調査」「経済センサス基礎調査」により作成。 "Global Entrepreneurship Monitor Report"(GEM,2001-2010)により作成。)起業
活動従事者シェアとは、18～64歳人口に占める起業活動を行った者の割合
（事業開始前、又は開始後3年半以内に限る。） 

81 

● 日本の起業活動従事者は先進国中最低水準で、2006年～2010年の平均的水準は、
３％程度。一方、アメリカは、８％近い高水準。 

● 近年、廃業率が上昇傾向にあり、廃業率を開業率が上回っている。 

起業活動従事者シェアの国際比較 開業率・廃業率の推移 

【出展：内閣府「平成23年度年次経済財政報告書」】 



人材育成 

（出展）OECD「Education at a Glance」,ユネスコ統計局,IE「Open Doors」,中国教育部,台
湾教育部 

82 

● 日本人の海外留学者数（2009年統計）は約6万人で、約10％減にも及ぶ。留学者数の多
い国はアメリカ（約2万5千人）、中国（約1万5千人）、イギリス（約4千人）。 

● 海外売上高比率が高まると、グローバル化対応の人材確保が一層重要に。 

日本から海外への留学者数の推移 グローバル化の推進に当たっての課題 

【出展：文部科学省「日本人の海外留学者数」（平成23年）】 
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 ＩＣＴトレンド（ネットワークインフラ） 83 

ネットワークの超高速大容量化・高効率化が 
不可欠 

総務省我が国のインターネットトラヒック
の集計・試算(平成23年9月30日)  

過去5年間で3.3倍に増加 

サイバー攻撃インシデント分析センター
（nicter）におけるインシデント観測例 
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【出典：基本戦略ボード第２回 （独）情報通信研究機構 説明資料】 

増大する通信量・消費電力、セキュリティ上の脅威 
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【出典：基本戦略ボード第２回 日本電信電話株式会社 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ネットワークインフラ） 85 

【出典：基本戦略ボード第２回 日本電信電話株式会社 説明資料】 
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出典：基本戦略ボード第２回 （独）情報通信研究機構 説明資料 

オール光化技術、光パケット・光パス統合技術 

新世代ネットワークのキーテクノロジー 

ネットワーク仮想化技術 



 ＩＣＴトレンド（ワイヤレスネットワーク） 87 

【出典：基本戦略ボード第１回 日本電気株式会社 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ワイヤレスネットワーク） 88 

【出典：基本戦略ボード第２回 三菱電機株式会社 説明資料】 

極大データから極小データまで，スケールフリーでコンテンツ容量とアクセス数が増大 
 センサネットワーク： 1キロビットの極小データが1015ビット／日やりとりされる 
 デジタル配信     ： 1テラビットの極大データが1016ビット／日やりとりされる 

通信容量の増大 



 ＩＣＴトレンド（ワイヤレスネットワーク） 89 

【出典： IDC  (http://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=IDC_P21524)】 

ワイヤレスネットワークの拡大（米国） 

固定電話回線がほぼ横ばいなのに対して、ワイヤレスネットワークは
2000年から2010年までの10年間で5倍以上増加している。 



 ＩＣＴトレンド（ワイヤレスネットワーク） 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 
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新たな電波利用システムの実現により、2020年に新たに50兆円規模の電波関連市場を創出 
ワイヤレス新サービス・関連分野波及 

アプリケーションサービス 
・携帯用ゲーム機市場 ・カーナビシステム市場 
・RFID市場        ・携帯電話向けゲーム市場 
・音声・音楽の携帯電話配信市場    等 

ワイヤレス基本サービス 
・携帯電話市場（通話・データ伝送料） 
・ワイヤレス・ブロードバンド市場 
・テレビ放送事業市場 ・ラジオ放送事業市場  等 

 
ワイヤレスインフラ 

・携帯電話市場（ハードウェア） ・薄型テレビ市場 
・ラジオ受信機市場 
・移動系通信事業の設備投資 
・地上波放送の設備投資額    等 
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現在 2013年 2015年 2018年 2020年 

4.4兆円 5.9兆円 6.3兆円 6.8兆円 7.2兆円 

11.6兆円 
14.3兆円 15.2兆円 16.0兆円 16.2兆円 

6.4兆円 

18.7兆円 
24.8兆円 

31.7兆円 35.0兆円 

2.8兆円 

5.7兆円 

9.1兆円 

16.4兆円 

22.1兆円 

25.3兆円 

44.6兆円 

55.5兆円 

70.9兆円 

80.4兆円 

これらの直接効果に加え、 
70兆円規模の波及効果を創出 

2015年 ⇒ 37.6兆円 
2020年 ⇒ 68.9兆円 

積極的な国際展開方策により、 
8兆円規模の輸出市場も創出 

2015年 ⇒ 6兆円 
2020年 ⇒ 8兆円 

新たに５０兆円の電波関連市場の
創出 

・レコーダー市場 

・広告用ディスプレイ市場 

・カプセル内視鏡による    
検診 

・ノートPC市場 
・ホームセキュリティ市場 
・パートナーロボット市場  

等 
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新たな電波利用システムの実現による経済的効果 

 ＩＣＴトレンド（ワイヤレスネットワーク） 



 ＩＣＴトレンド（クラウド） 

【出典：基本戦略ボード第１回 日本電気株式会社 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（クラウド） 

【出典：基本戦略ボード第２回 日本電信電話株式会社 説明資料】 

93 



 ＩＣＴトレンド（クラウド） 94 

【出典：基本戦略ボード第４回 日本ユニシス株式会社 説明資料】 
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クラウドコンピューティングが2015年に全世界で約1400万の新しい雇用を創出 

【出典：IDC White Paper, “Cloud Computing’s Role in Job Creation,” February 2012） 】 

日本は 2012 年には 102,993人 の雇用が創出され、2015 年には 262,717人 の雇用創出となり
155%増加すると予測されており、アジア地域においては最も高い成長率である。  

2015年に
262,717人の 

雇用創出 

2012年から
2015年の間に 

155%増加 

 ＩＣＴトレンド（クラウド） 



 ＩＣＴトレンド（プラットフォーム） 96 

【出典：基本戦略ボード第３回 岩浪構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（プラットフォーム） 97 

出典：基本戦略ボード第３回 岩浪構成員 説明資料 
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【出典：Visualizing Friendship】 
http://www.facebook.com/note.php?note_id=469716398919 

Facebookのユーザー数は8億人を超えている。 
日本でも増加しており762万人に達した。（2012年2月現在） 
下図は世界中のソーシャルグラフを視覚化したVisualizing Friendship。 

ソーシャルメディア利用者数の増加 

 ＩＣＴトレンド（プラットフォーム） 

http://www.facebook.com/note.php?note_id=469716398919


【出典：情報通信審議会電気通信事業政策部会ブロードバンド普及促進のための競争政策委員会第１回会合参考資料】 

プラットフォームの進展（例：モバイル通信分野） 

99  ＩＣＴトレンド（プラットフォーム） 



 ＩＣＴトレンド（ユーザー利用ＩＤ） 100 

【出典：基本戦略ボード第４回 日本ユニシス株式会社 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ユーザー利用ＩＤ） 101 

【出典：基本戦略ボード第４回 一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会（ＣＩＡＪ） 説明資料】 

ＩＣＴ利活用例  （医療） 



 ＩＣＴトレンド（セキュリティ） 102 

発生年月 内容 

平成23年9月 三菱重工業株式会社に対する標的型サイバー攻撃 

平成23年10月・11月 衆議院・参議院に対する標的型サイバー攻撃 

平成23年10月 外務省の在外公館等に対する標的型サイバー攻撃 

サイバー攻撃の急増 

（出典）警察庁情報通信局情報技術解析課 情報技術解析平成23年報告 

【出典：警察庁「焦点280号 平成23回顧と展望」】 

Dos攻撃の被害観測件数（世界） Dos攻撃の被害観測件数（日本） 

国内の重要機関に対する標的型攻撃 

● 国内外でサイバー攻撃が急増。（平成23年は、平成22年に比べて、DDoS攻撃被害が約3倍、国内に 
 限定すると約60倍に増加。） 

● 国内の重要機関に対する標的型攻撃を複数観測。 



 ＩＣＴトレンド（セキュリティ） 103 

【出典：基本戦略ボード第１回 三菱電機株式会社 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（セキュリティ） 104 

【出典：基本戦略ボード３回 ＫＤＤＩ株式会社 説明資料】 
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2014年にスマートテレビ販売台数は 
1億5千万台を突破 

2016年度にスマートテレビ（インター

ネット対応テレビ含む）の利用世帯は
1500万世帯を突破 

 ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 

スマートテレビ市場、利用世帯数の拡大 



106  ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成 

２０年版  

２１年版  

２２年版  

２３年版  

韓国 
日本 

日本 アジア太平洋 北米 欧州 その他 

世界のテレビ市場シェア 

地上テレビ番組の輸出金額 

世界における日本のテレビ市場シェアは低下し、放送コンテンツ輸出金額も 
韓国に大きく水をあけられている状況。 

（出典[上]）ICT国際競争力指標 
（出典[下]）日本の輸出額 …  

総務省「情報通信政策研究所 メディア・
ソフトの制作及び流通の実態」 

    「放送コンテンツのj海外展開の促進強化方
策に関する調査研究報告書」より作成 

     韓国の輸出額 … 韓国放送映像産業振興院
「2008年度放送番組輸出入の現況」 
2009年の輸出額は、韓国コンテンツ振興
院（KOCCA）から聞き取り（1億8358万
ドル） 

      為替レート … 2009年の平均為替レート 
（１米ドル＝104.2円 財務省貿易統計よ
り）で換算 



107  ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 

有料VOD市場規模予測 

有料VODの市場規模予測は右肩上がりで上昇しており、 
2016年度には1300億円を突破する見込み。 

【出典：野村総合研究所 IT市場ナビゲータ2012】 



 ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 108 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 109 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 110 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 111 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートＴＶ） 112 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（次世代映像・高臨場感） 113 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 114 

【出典：基本戦略ボード第１回 日本電気株式会社 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 115 

【出典：基本戦略ボード第１回 株式会社日立製作所 説明資料 
        基本戦略ボード第４回 東京大学森川教授     説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 116 

【出典：基本戦略ボード第１回 株式会社日立製作所 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 117 

【出典：基本戦略ボード第１回 株式会社日立製作所 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 118 

【出典：基本戦略ボード第３回 ＫＤＤＩ株式会社 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 119 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 120 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 



【出典：IDC「2011 Digital Universe Study: Extracting Value from Chaos」（平成23年６月)】 

● いわゆる「ビッグ・データ」の活用により、米国ヘルスケアで年間３千億ドル、ＥＵ公共セクターで 
 年間2.5千億ユーロ、そして、位置情報データの活用により、年間６千億ドルの消費者価値創出が期待。 

● 国際的なデジタル情報の量は、2011年の約２ゼタバイト（２兆ギガバイト=２千エクサバイト）から 
 約４倍増加し、2016年には約８ゼタバイトへ拡大する見込み。 

１０年間のデジタルデータの成長 

（Exabytes） 

いわゆる「ビッグデータ」の定量的価値（例） 

【出典：McKinsey Global Institute「Big data: The next frontier for innovation, competition, 
and productivity」（平成23年５月)】 

50億台の携帯電話が使用（2010年） 

300億のコンテンツが毎月Facebook上で共有 

IT費用の5％増加で、年間40％増のデータ創出 

米国のヘルスケアでは年間3000億ドルの価値
創出が期待（スペインの年間ヘルスケアコストの2倍） 

EUの公共セクターでは年間2500億ユーロの価
値創出が期待（ギリシアのGDPを超える） 

個人の位置情報データを活用することで年間
6000億ドルの消費者価値創出が期待 

小売の営業利益に60％改善の見込み 

デジタル情報の量的拡大の進展 

121  ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 



 パーソナルデータの増加 

122 

【出典：野村総合研究所 第170回NRIメディアフォーラム「事業者と生活者のID活用に関する実態調査」】 

 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 123 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（ビッグデータ） 124 

【出典：基本戦略ボード第４回 森川構成員 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートグリッド） 125 

【出典：基本戦略ボード第１回 株式会社日立製作所 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートグリッド） 126 

【出典：基本戦略ボード第２回 株式会社三菱電機 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートグリッド） 127 

【出典：基本戦略ボード第２回 株式会社三菱電機 説明資料】 



 ＩＣＴトレンド（スマートグリッド） 

出典：基本戦略ボード第２回 株式会社三菱電機 説明資料 

128 



 ＩＣＴトレンド（Ｍ２Ｍ／ＩｏＴ／センサ） 

【出典：基本戦略ボード第１回 日本電気株式会社 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（ユーザーインターフェース） 

【出典：基本戦略ボード第３回 株式会社ＫＤＤＩ 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（ユーザーインターフェース） 

【出典：基本戦略ボード第１回 三膳構成員 説明資料】 
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 タンジブルユーザーインターフェース 

Tangible IP Network Designer 

Clear Board 

Music Bottle 

タンジブルユーザーインターフェースとはMITメディアラボ副所長の石井裕氏が提唱する 
デジタル情報を直接手で触って操作する新しいユーザーインターフェースの形を指す。 

Illuminating Clay 

 ＩＣＴトレンド（ユーザーインターフェース） 132 



 ＩＣＴトレンド（スマート端末） 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（スマート端末） 

【出典：基本戦略ボード第３回 久保田構成員 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（情報家電） 

【出典：基本戦略ボード第１回 三菱電機株式会社 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（仮想化／ＡＲ） 

【出典：基本戦略ボード第２回 日本電信電話株式会社 説明資料】 
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 ＩＣＴトレンド（仮想化／ＡＲ） 

（出典）フォーブス誌 http://designmind.frogdesign.com/blog/envisioning-your-future-in-2020.html 
Envisioning Your Future in 2020  By Sam Martin - April 9, 2010 

コーニング(Corning Incorporated)とサムスンモバ
イルディスプレイ(Samsung Mobile Display Co., 
Ltd)は、合弁会社を設立し、急拡大するOLEDデ

バイス市場に向けて特殊ガラス基板を製造する。
新会社の拠点は韓国。 
コーニングのLotus Glass基板技術とサムスンモ
バイルディスプレイの有機EL(OLED)ディスプレイ

技術を組み合わせることで新会社は、ハンドヘ
ルドからIT機器、大 型テレビに至るまで、今後の
OLED技術に対して製品ソリューションを提供する
体制を整えることができる。 
新会社は、OLEDバックプレーンガラス基板をサ

ムスンモバイルディスプレイにとどまらず、韓国
市場に幅広く供給していく。 
 
(News Release) 
http://media.corning.com/news_center/news_releases/2012/2
012020202.aspx 

仮想化、立体映像技術の動向、未来像 
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コーニングとサムスン、OLEDガラスベンチャ設立 

http://miyamotokent.jp/wp-content/uploads/2010/05/computer.jpg
http://miyamotokent.jp/wp-content/uploads/2010/05/diet.jpg
http://designmind.frogdesign.com/blog/envisioning-your-future-in-2020.html
http://media.corning.com/news_center/news_releases/2012/2012020202.aspx
http://media.corning.com/news_center/news_releases/2012/2012020202.aspx
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